
  

  

【表紙】   

【提出書類】 有価証券報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成18年６月30日 

【事業年度】 第55期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

【会社名】 株式会社ジューテック 

【英訳名】 JUTEC Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  足 立 建一郎 

【本店の所在の場所】 東京都港区芝五丁目26番24号 

【電話番号】 (03)5765-6000 

【事務連絡者氏名】 常務取締役業務本部長  東 條 親 靖 

【最寄りの連絡場所】 東京都港区芝五丁目26番24号 

【電話番号】 (03)5765-6000 

【事務連絡者氏名】 常務取締役業務本部長  東 條 親 靖 

【縦覧に供する場所】 株式会社ジューテック横浜支店 

  (神奈川県横浜市神奈川区東神奈川二丁目43番地の10) 

  株式会社ジャスダック証券取引所 

  (東京都中央区日本橋茅場町一丁目４番９号) 



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

３ 従業員数は就業者数(出向者数を除き受入出向者数を含む。)にて記載しております。 

４ 第52期から連結財務諸表を作成しております。 

  

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) ― 103,655 143,564 147,297 148,810 

経常利益 (百万円) ― 483 1,057 850 893 

当期純利益 (百万円) ― 89 291 338 324 

純資産額 (百万円) ― 5,612 6,223 6,452 6,706 

総資産額 (百万円) ― 60,820 58,017 58,537 58,375 

１株当たり純資産額 (円) ― 490.24 527.51 546.43 568.57 

１株当たり当期純利益 (円) ― 9.17 24.29 27.12 26.24 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 9.2 10.7 11.0 11.5 

自己資本利益率 (％) ― 1.6 4.9 5.3 4.9 

株価収益率 (倍) ― 35.99 18.11 13.20 14.67 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― △1,440 5,654 1,847 1,424

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― △472 △897 1,765 △397

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― 3,902 △5,394 △972 △1,515

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) ― 7,903 7,355 9,996 9,507

従業員数 
〔ほか、平均臨時 
 雇用者数〕 

(名) ― 
796

〔131〕
811
〔123〕

851 
〔139〕

852
〔176〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 
２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 
３ 従業員数は就業者数(出向者数を除き受入出向者数を含む。)にて記載しております。 
４ 第51期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向は、当期純損失を計上しているため記載しておりません。 
５ 第52期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号)
及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適
用指針第４号)を適用しております。 

  

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 76,213 103,331 142,843 142,151 140,166 

経常利益 (百万円) 190 467 918 804 823 

当期純利益 
(又は当期純損失△) 

(百万円) △992 77 201 372 314

資本金 (百万円) 475 800 850 850 850 

発行済株式総数 (株) 8,000,000 11,456,000 11,786,000 11,786,000 11,786,000 

純資産額 (百万円) 5,265 5,601 6,122 6,386 6,617 

総資産額 (百万円) 33,345 60,014 57,263 55,186 55,549 

１株当たり純資産額 (円) 658.15 489.26 519.11 541.01 561.20 

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
5.00 

(―)

5.00

(―)

6.00

(―)

7.00 

(―)

7.00

(―)

１株当たり当期純利益 
(又は当期純損失△) 

(円) △124.01 8.02 16.57 30.20 25.49

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 15.8 9.3 10.7 11.6 11.9 

自己資本利益率 (％) ― 1.4 3.4 6.0 4.8 

株価収益率 (倍) ― 41.15 26.55 11.85 14.04 

配当性向 (％) ― 62.3 36.2 23.2 27.5 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,457 ― ― ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △313 ― ― ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 4,010 ― ― ― ―

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 3,213 ― ― ― ―

従業員数 
〔ほか、平均臨時 
 雇用者数〕 

(名) 381 
696

〔105〕
698
〔121〕

647 
〔100〕

632
〔134〕



２ 【沿革】 

大正12年９月  ベニア専門のベニア商会を開業。 

昭和10年１月  合名会社ベニア商会を設立。 

昭和27年９月  株式会社ベニア商会に組織変更。 

昭和34年12月  東京都江東区富岡に東京営業所を開設（平成元年７月 東京都江東区有明に移転）。 

昭和36年４月  北海道札幌市に札幌営業所を開設。 

昭和37年４月  東京都港区に本社ビル（鉄筋６階建 延床面積1,362㎡）が落成。 

昭和38年10月  大阪府守口市に大阪営業所を開設（平成元年５月 大阪府門真市に移転）。 

昭和42年７月  宮城県仙台市に仙台営業所を開設。 

昭和44年５月  福岡県福岡市に福岡営業所を開設。 

昭和44年11月  株式会社ベニア商会を日本ベニア株式会社に社名変更。 

昭和45年６月  得意先との情報連絡会となる「一番会」を組織し、第１回会合を開催。 

昭和48年５月  神奈川県川崎市に川崎営業所を開設（平成11年11月 神奈川県横浜市に横浜営業所として移設）。 

昭和50年６年  愛知県一宮市に名古屋営業所を開設（平成17年11月 愛知県小牧市に移転）。 

平成９年11月  兵庫県神戸市に神戸営業所を開設。 

平成11年５月  株式会社クワザワ、越智産業株式会社と三社業務提携を締結。 

平成12年１月  株式移転により日本ベニアホールディング株式会社（平成12年９月日本ベニア興産株式会社に名称

変更）を設立。 

平成12年11月  店頭売買有価証券として日本証券業協会へ登録。 

平成13年11月  日本ベニア興産株式会社の新設分割型会社分割による日本バリュー株式会社の新設。 

平成14年３月  日本ベニア興産株式会社を吸収合併。 

平成14年10月  丸長産業株式会社と合併。同社の子会社５社を当社の連結子会社とする。 

株式会社ジューテックに社名変更、東京都港区芝に本社を移転。 

神奈川県横浜市（旧丸長産業株式会社本社ビル）に横浜支店を設置。 

平成15年２月  群馬県高崎市に高崎営業所を開設。 

平成15年７月  連結子会社であった株式会社ハウス建材千葉を清算。 

平成15年９月  連結子会社であった新建材工業株式会社を清算。 

平成15年10月  愛知県岡崎市に三河営業所を開設。 

平成16年１月  株式会社ヤマキ（東京都港区）と合併。 

        岐阜県土岐市に株式会社住まいるテック（連結子会社）を設立。 

平成16年４月  ＤＩＹ卸売事業強化のため、株式会社サンウッドナカムラ（愛知県名古屋市）（現株式会社ジュー

テックリブ）を連結子会社とする。 

平成16年７月  長野県松本市に松本営業所を開設。 

 平成16年12月  株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

 平成17年１月  石川県金沢市に株式会社イシモク（連結子会社）を設立。 

 平成17年３月  連結子会社であった丸長商事株式会社を清算。 

 平成17年４月  三洋株式会社（秋田県秋田市）（現 株式会社ジューテック秋田）を連結子会社とする。 

         福岡県久留米市に久留米営業所を開設。 

 平成17年９月  株式会社仙建（宮城県仙台市）と業務提携を締結。 

 平成17年12月  当社の本社及び全事業所を対象としてISO14001認証取得。 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、連結子会社６社及び非連結子会社１社の計８社で構成されております。主たる業務として合板、建材、

住宅設備機器の国内における卸売を行っているほか、ＤＩＹ商品の卸売業（株式会社ジューテックリブ）、一般貨物の運送業・自

動車リース業（株式会社JUTEC物流）、空調設備機器の設計施工及び販売（株式会社ジューテック空調）、合板・建材・住設機器等

の販売（株式会社イシモク、株式会社住まいるテック、株式会社ジューテック秋田）を営んでおります。 

なお、株式会社ジューテック秋田（旧商号 三洋株式会社 秋田県秋田市）につきましては、当連結会計年度において子会社と

なったため、新たに連結の範囲に含めております。 

また、平成18年５月１日付けの当社と日本バリュー株式会社の合併に伴い、当社の親会社等は、有限会社足立興産に異動してお

ります。 

  平成18年３月31日現在の当社と子会社の事業における関係は以下のとおりであります。 

  

 
  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注)１ 「議決権の所有（被所有）割合」欄の（内書）は間接所有であります。 

  ２ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

  ３ 特定子会社に該当する会社はありません。 

  ４ 平成18年５月１日付けで当社と日本バリュー株式会社は合併し、同社は消滅しております。 

  

名称 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

(連結子会社)          

㈱JUTEC物流 横浜市都筑区 21 
運送業 
自動車リース業 
損保代理業 

73.81
( ― )

―
商品配送の委託等 
役員の兼任 ３名 

㈱ジューテック空調 横浜市都筑区 20 
空調機器の設計・施
工 

94.50
( ― )

―
工事の外注等 
役員の兼任 ３名 

㈱住まいるテック 岐阜県土岐市 10 
合板・建材・住設機
器の販売 

100.00
( ― )

―
商品の売買 
資金の貸付 
役員の兼任 ２名 

㈱ジューテックリブ 名古屋市中区 80 DIY商品の卸売業
51.00
( ― )

―

商品の売買 
資金の貸付 
債務保証 
役員の兼任  １名 

㈱イシモク 石川県金沢市 50 
合板・建材・住設機
器・アルミサッシ等の
販売 

100.00
( ― )

―
商品の売買 
資金の貸付 
役員の兼任 ２名 

㈱ジューテック秋田 秋田県秋田市 10 
合板・建材・住設機
器の販売 

100.0
( ― )

―
商品の売買 
資金の貸付 
役員の兼務 １名 

(その他の関係会社)          

日本バリュー㈱ 
（注）４ 

東京都江東区 100 不動産賃貸業 ― 17.36 役員の兼任 １名 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業

人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。 

４ 平均年間給与(税込)は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには労働組合が結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

卸売事業 682( 89)

その他 170( 87)

合計 852(176)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

632(134) 38.3 12.9 5,623 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の着実な改善を背景に雇用者所得も緩やかな回復基調となり、ま

た、三大都市圏の商業地の地価は15年ぶりに上昇するなど、株式市場の活況と相俟って景気の回復を実感できるとこ

ろとなりました。一方、住宅関連業界におきましては、住宅ローン減税や低金利の継続ならびに地価下落率の低下な

どが要因となり、新設住宅着工戸数が貸家・マンションの大幅な増加により前年度を4.7％上回り1,248,807戸となっ

たものの、当社の主力の住宅市場であります木造住宅においては前年度に比して0.6％増加の545,177戸にとどまりま

した。 

  このような環境の中で当社は、全国各地において「住まいかた新発見」をコンセプトとした提案型展示会や、メー

カーショールームなどを利用し、エンドユーザーを直接視野にいれた商談会を建材販売店や工務店とタイアップし開

催するなど“ぬくもり”のあるサービスを心掛け地域に密着した営業に徹してまいりました。また、当社グループの

競争力強化及び事業規模の拡大を目的として、平成17年４月に株式会社ジューテック秋田（秋田県秋田市）の全株式

を取得し子会社としたほか、業務の効率化及び事業基盤の強化を目的として、平成17年９月に株式会社仙建（宮城県

仙台市）と資本提携を視野に入れた業務提携契約を締結いたしました。 

  その結果、当連結会計年度の売上高は148,810百万円（前年同期比1.0％増）、営業利益476百万円（前年同期比

15.4％増）、経常利益893百万円（前年同期比5.0％増）となり当期純利益は324百万円（前年同期比4.1％減）となり

ました。 

  

① 卸売事業 

  卸売事業につきましては、引き続き合板等の素材商品や床材、建具材、外装材等の建材及びシステムキッチンやシ

ステムバス等の住設機器の拡販に努めるほか、プレカット加工品や環境に配慮し植林木を使用した集成材の販売に尽

力してまいりました。また、平成17年４月に福岡県久留米市に久留米営業所を新設し九州地区における営業力強化を

図り、平成17年５月には愛知県一宮市（平成17年11月 愛知県小牧市に移転）に名古屋住宅資材課を設置し、同地区

における有力ビルダー開拓に努めました。 

  以上の結果、売上高は141,554百万円（前年同期比1.4％増）となりました。 

  

② その他の事業 

  当社グループの事業には、卸売事業の他にＤＩＹ商品等の小売事業、戸建住宅や空調設備機器等の工事請負業なら

びに一般運送業及び自動車リース業等がありますが、売上高全体に占める重要性が低いため、一括して「その他の事

業」としております。 

  また、「その他の事業」の売上高は7,256百万円（前年同期比5.1％減）となりました。 

  

  

  

  

 (2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末と比較して488百万円

減少し、9,507百万円となりました。 

これは主として、営業活動により1,424百万円の収入があった一方で、投資有価証券の取得及びシステム開発に伴う



支出があったこと、また、短期借入金等の返済により有利子負債の圧縮を図ったことによるものであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、資金は1,424百万円の増加(前年同期は1,847百万円の増加)となりました。 

これは主として、売上債権が327百万円増加しましたが、業績が堅調に推移したことにより税金等調整前当期純利益

868百万円を計上し、仕入債務が927百万円増加したこと及びたな卸資産が352百万円減少したことによるものでありま

す。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、資金は397百万円の減少(前年同期は1,765百万円の増加)となりました。 

これは主として、貸付金の回収による収入が148百万円及び投資有価証券の売却による収入が146百万円ありました

が、投資有価証券の取得による支出が271百万円及びシステム開発に伴う無形固定資産の取得による支出が232百万円

あったことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、資金は1,515百万円の減少(前年同期は972百万円の減少)となりました。 

これは主として、長期借入れによる収入が900百万円及び社債発行による収入が492百万円あった一方で、短期借入

金の純減額1,891百万円、長期借入金の返済による支出が432百万円及び社債の償還による支出が500百万円あったこと

によるものであります。 



２ 【仕入、受注及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当社グループは、建材卸売を主たる事業としておりますので、生産実績にかえて仕入実績を記載しております。 

（単位：百万円） 

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社グループにおいて、受注販売は重要性がありませんので、受注実績は記載しておりません。 

  

(3) 販売実績 

（単位：百万円） 

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 総販売実績に占める販売実績の割合が100分の10以上の相手先はありません。 

３ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

事業の種類別セグメント及び区分 金額
前年同期比 
(％) 

 卸 
 売 
 事 
 業 

建材販売店・ 
住宅会社等 

合 板 23,397 93.6 

建 材 67,414 100.4 

住宅設備機器 33,957 103.7 

小売店 ＤＩＹ商品 3,771 90.8 

その他 730 ― 

小 計 129,270 100.2 

その他 3,859 101.4 

合 計 133,129 100.2 

事業の種類別セグメント及び区分 金額 
前年同期比 

(％) 

 卸 
 売 
 事 
 業 

建材販売店・ 
住宅会社等 

合 板 24,640 94.3 

建 材 75,580 102.3 

住宅設備機器 35,929 104.1 

小売店 ＤＩＹ商品 4,594 90.1 

その他 808 ― 

小 計 141,554 101.4 

その他 7,256 94.9 

合 計 148,810 101.0 



３ 【対処すべき課題】 

当社は、従来からの業務提携先である株式会社クワザワ、越智産業株式会社とで構成しております「ネストグルー

プ」としての活動強化をはじめとして、営業基盤拡充のためＭ＆Ａやアライアンスを積極的に推進してまいります。

また、引き続き地域密着型の営業を展開するとともに、販売店及び工務店向けの支援組織である「ジューテッククラ

ブ」の活動を強化し、新工法、新商品の紹介や法制面、税制面の動向等に関する情報提供などの細かいサービスに努

め、施工能力の充実により当社サービスの付加価値アップを図ってまいります。 

一方で、新機能を備えた新基幹システムの導入ならびに各システム間の自動連携を強化することにより、事務の省

力化・迅速化を推進するとともに、近接する物流拠点統合による合理化や事務の集約化を試行し、継続的かつ安定的

な高収益構造の確立を目指してまいります。 

  

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1) 当社の属する業界について 

当社グループは主たる業務として、合板、建材、住宅設備機器及びＤＩＹ商品の卸売を行っております。当社の取

扱商品の品目は多岐にわたっておりますが、その大半が住宅関連資材であり、それら商品の販売は、住宅市場や住宅

関連業界の動向に左右されるため、国内経済の停滞などにより、住宅需要が低迷した場合には、当社グループの売上

高に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2) 貸倒れリスクについて 

     当社グループの販売先は、日本各地における建材販売店、工務店や建築関連業者が主であります。各販売先に対

してはそれぞれ与信枠を設け管理し、その与信金額については、決算書類の入手、ヒアリングによる情報入手、営

業担当者による定期訪問、当社以外の取引先の評価等をもとに経営状況を把握し設定しております。しかしなが

ら、突発的な不良債権の発生等により販売先の経営状況が悪化した場合、貸倒れが発生する可能性があります。 

  

(3) 相場変動及び為替変動の影響について 

当社グループの取扱商品の一部には合板等の相場変動商品があり、通常売買であれば仕入価格は販売価格に反映さ

れ、相場変動の影響を受け難い構造となっておりますが、急激な相場の変動によって価格転嫁できない場合や、一時

在庫となり販売まで時間がかかる場合等、相場変動の影響を受ける可能性があります。また、当社グループの仕入商

品は国内取引が大部分であり、一部輸入取引に対しては先物為替予約を行ない、為替変動に対応しておりますが、急

激な為替変動等の市場の変化によっては、当社グループの収益性に影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

日本バリュー株式会社との合併について 

当社と当社の主要株主である筆頭株主の日本バリュー株式会社は、平成18年３月13日に締結いたしました合併契約

書に基づき、平成18年５月１日付で合併いたしました。 

合併に関する事項の概要は、次のとおりであります。 

(1) 合併方式 

  当社を存続会社とする吸収合併方式で、日本バリュー株式会社は解散する。 

(2) 日本バリュー株式会社の概要 

① 本店所在地 東京都港区 

② 取締役社長 足立建一郎 

③ 資本金   100百万円 

 ④ 事業内容  不動産の保有、管理等 

 ⑤ 業績    平成17年６月期 

         売上高     38百万円 

         経常利益     13百万円 

         当期純損失  387百万円 

  

 なお、詳細は第５経理の状況１連結財務諸表等(1)連結財務諸表の（重要な後発事象）注記事項に記載しておりま

す。 

  

  



６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1)財政状態の分析 

当連結会計年度末の資産合計は、前年同期比161百万円減少の58,375百万円となりました。 

これは主として、短期借入金の返済等により有利子負債を圧縮し資金の効率化を図ったことなどにより現金及び預

金が488百万円減少し、滞留商品等の削減などによりたな卸資産が339百万円減少した結果、流動資産合計が635百万

円減少した一方で、新基幹システムの開発やメーカー、卸、建材店をウェブ上でつなぎ複数社への一括発注などの機

能を備えたシステム（ウェブ受発注エントリーシステム「ＷＯＳ」）の開発などにより無形固定資産が380百万円増

加し、固定資産合計は483百万円の増加となったことによるものであります。 

当連結会計年度末の負債合計は、前年同期比435百万円減少の51,515百万円となりました。 

これは主として、短期借入金の返済によるものであります。 

上記の結果、当連結会計年度末の資本合計は、前年同期比254百万円増加の6,706百万円となり、自己資本比率は前

年同期に比して0.5ポイント増加の11.5％となりました。 

  

(2)経営成績の分析 

   当連結会計年度における売上高は、株式会社イシモクの業績が通期にわたって寄与したこと及び株式会社ジューテ

ック秋田を新規連結したことなどにより前年同期比1,513百万円増加の148,810百万円となりました。 

   営業利益につきましては、売上総利益が前年同期比446百万円増加の11,764百万円となりましたが、販売費及び一

般管理費が前年同期比382百万円増加の11,287百万円となったため、前年同期比63百万円増加の476百万円にとどまり

ました。 

   経常利益につきましては、営業外収益がほぼ前年並に推移したため、前年同期比42百万円増加の893百万円となり

ましたが、土地浄化費用41百万円などを特別損失に計上した結果、当期純利益につきましては、前年同期比13百万円

減少の324百万円となりました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における設備投資総額は535百万円であり、その主なものは新基幹システム及びウェブ受発注エント

リーシステム（ＷＯＳ）等のシステム開発によるものであります。 

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

平成18年３月31日現在における当社グループの主要な設備は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

(注) １ 帳簿価額の「その他」には、無形固定資産を含めております。 

２ 上記の金額は帳簿価額であり、消費税等は含めておりません。 

３ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員数であります。 

４ 上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備は次のとおりであります。 

事業所名 
(所在地) 

事業の 
種類別 
セグメント
の名称 

設備の内容 
帳簿価額(百万円) 従業

員数 
(名) 

建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

本社 
(東京都港区) 

― 本社機能 7 2
―
(―)

8 17 
  66
〔 5〕

特販営業部 他 
(東京都港区) 

卸売事業 
及びその他 

建物 59 ―
699

(738.98)
6 764 

44
〔 1〕

横浜支店 
(横浜市神奈川区) 

卸売事業 建物 76 ―
156

(477.41)
3 236 

42
〔 3〕

札幌営業所 他 
(札幌市白石区) 

卸売事業 建物・倉庫 83 0
40

(2,475.00)
― 124 

7
〔―〕

仙台営業所 
(仙台市若林区) 

卸売事業 建物・倉庫 17 ―
76

(2,644.71)
0 93 

17
〔―〕

新潟営業所 
(新潟県新潟市) 

卸売事業 建物・倉庫 14 ―
142

(3,787.16)
0 156 

10
〔 1〕

水戸営業所 
(茨城県水戸市) 

卸売事業 建物・倉庫 74 0
145

(6,370.00)
1 221 

14
〔 6〕

熊谷営業所 他 
(埼玉県熊谷市) 

卸売事業 建物・倉庫 33 0
101

(3,539.20)
0 135 

14
〔 7〕

千葉中央営業所 
(千葉県四街道市) 

卸売事業 建物・倉庫 9 0
106

(2,256.00)
0 115 

11
〔 2〕

松戸営業所 
(千葉県松戸市) 

卸売事業 建物・倉庫 51 ―
201

(1,970.96)
0 253 

15
〔 2〕

東京営業所 
(東京都江東区) 

卸売事業 建物・倉庫 71 0
286

(7,330.23)
1 358 

24
〔 3〕

横浜営業所 他 
(横浜市都築区) 

卸売事業 建物・倉庫 41 0
1,180

(3,621.77)
0 1,221 

26
〔 4〕

横浜南部営業所 
横浜住宅資材課 
(横浜市金沢区) 

卸売事業 建物・倉庫 65 0
454

(3,411.89)
1 521 

20
〔―〕

平塚営業所 
(神奈川県平塚市) 

卸売事業 建物・倉庫 40 0
407

(2,497.74)
0 447 

16
〔 2〕

神戸営業所 
(神戸市西区) 

卸売事業 建物・倉庫 93 ―
340

(3,305.80)
0 433 

14
〔 1〕

福岡営業所 
(福岡市博多区) 

卸売事業 建物・倉庫 34 ―
263

(2,654.00)
0 299 

8
〔 3〕



  

  

(2) 子会社 

(注) １ 帳簿価額の「その他」は、備品であります。 

２ 上記の金額は帳簿価額であり、消費税等は含めておりません。 

  

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

平成18年３月31日現在における設備計画の概要は次のとおりです。 

  

(1) 重要な設備の新設等 

  

  

  

  

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容
年間リース料
(百万円) 

リース契約残高 
(百万円) 

本社 他 
(東京都港区他) 

卸売事業 
事務用機器
車両 
ソフトウェア 

139 269

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 
帳簿価額(百万円) 従業

員数 
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

㈱JUTEC 
物流 

本社 
(横浜市 
都筑区) 

その他 土地・建物 100 115
159

(884.64)
0 376 104

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 

投資予定額
(百万円) 資金調達

方法 
着手年月

完了予定 
年月 

完成後の 
増加能力 

総額 既支払額

  
提出会社 
  

静岡営業所 卸売事業 建物・倉庫 180 ― 自己資金
平成18年
４月 

平成18年
６月 

現在使用中で
ある賃借物件
の買取のため
増加はなし 

提出会社 
本社及び 
各事業所 

卸売事業 
及び 
その他 

基幹システム 685 204
自己資金
及び 
借入金 

平成17年
７月 

平成19年 
３月 

業務の効率化

提出会社 
本社及び 
各事業所 

卸売事業 

ウェブ受発注
エントリー 
システム 
(ＷＯＳ) 

306 147
自己資金
及び 
借入金 

平成17年
７月 

平成18年 
10月 

営業力の増加



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 平成18年５月１日付の日本バリュー株式会社との合併に伴い新株式185,350株を発行し、提出日現在の発行済株式総数は

11,971,350株となっております。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 45,824,000 

計 45,824,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 11,786,000 11,971,350
ジャスダック
証券取引所 

― 

計 11,786,000 11,971,350 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 日本ベニア興産株式会社との合併 
合併比率１：1,000  
日本ベニア興産株式会社と合併し、合併新株3,300,000株を発行すると同時に日本ベニア興産株式会社の保有する当社株
式を消却しています。 

２ 合併による自己株式の消却 
日本ベニア興産株式会社と合併し、合併新株3,300,000株を発行すると同時に日本ベニア興産株式会社の保有する当社株
式を消却しています。 

３ 丸長産業株式会社との合併 
合併比率８：１ 

      丸長産業株式会社と合併し、合併新株3,456,000株を発行しております。 
４ 株式会社ヤマキとの合併 

      合併比率13:１   
      株式会社ヤマキと合併し、合併新株330,000株を発行しております。 
    ５ 平成18年５月１日付の日本バリュー株式会社との合併（合併比率１：655）に伴う新株式185,350株発行により、資本準備

金が69百万円増加し、提出日現在の発行済株式総数は11,971,350株、資本準備金は294百万円となっております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成14年３月27日 
       (注)１ 

3,300,000 11,300,000 165 640 1,551 1,705

平成14年３月27日 
       (注)２ 

△3,300,000 8,000,000 △165 475 △1,551 154

平成14年10月１日 
       (注)３ 

3,456,000 11,456,000 325 800 57 212

平成16年１月１日 
(注)４ 

330,000 11,786,000 50 850 12 224



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) 自己株式18,468株は、「個人その他」に18単元、「単元未満株式の状況」に468株含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) 当事業年度において、有限会社足立興産が新たに主要株主となっております。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 10 ２ 51 ― ― 455 518 ―

所有株式数 
(単元) 

― 130 １ 6,735 ― ― 4,799 11,665 121,000

所有株式数 
の割合(％) 

― 1.12 0.01 57.73 ― ― 41.14 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

日本バリュー株式会社 東京都江東区有明一丁目５－35 2,022 17.16 

有限会社足立興産 東京都港区新橋六丁目３－４ 1,806 15.32 

梅崎 興生 神奈川県横浜市鶴見区 1,145 9.72 

ジューテック社員持株会 東京都港区芝五丁目26-24 649 5.51 

伊藤忠建材株式会社 東京都中央区日本橋本町二丁目７－１ 400 3.40 

大建工業株式会社 大阪府大阪市北区堂島一丁目６－20 391 3.32 

足立 建一郎 東京都大田区 384 3.26 

足立 光吉 東京都港区 372 3.16 

株式会社ユーエム興産 神奈川県横浜市鶴見区岸谷三丁目７－47 368 3.13 

三井住商建材株式会社 東京都中央区晴海一丁目８－８ 260 2.21 

計 ― 7,801 66.19 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式468株が含まれております。  

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式  18,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

11,647,000 
11,647 ― 

単元未満株式 普通株式 121,000 ― ― 

発行済株式総数 11,786,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 11,647 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
㈱ジューテック 

東京都港区芝５丁目26-24 18,000 ― 18,000 0.15

計 ― 18,000 ― 18,000 0.15 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の最重要政策の一つとして位置付け、将来にわたる安定配当の維持と、そ

れを実現させるために当社グループ全体の安定成長を目指しております。株主の皆様に対する配当につきましては、

経営活動の成果を明確な形で還元するため、配当性向25％を目安に連結業績に応じて実施していくことを基本方針と

しております。また、内部留保資金につきましては、財務体質の強化及び当社グループ全体における事業拡大に備え

るものであります。 

なお、当期の利益配当につきましては、基本方針に基づき、１株につき７円の配当としております。 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、平成16年12月12日以前は日本証券業協会におけるもので平成16年12月は( )表示をしており、平成16年12月13日以

降はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。  

  

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 628 417 469 (550)  399 412 

最低(円) 447 250 243 (275)  278 299 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 366 410 395 412 400 399 

最低(円) 341 343 360 358 340 375 



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
会長 ― 梅 崎 興 生 昭和17年２月22日生

昭和41年５月

昭和50年６月

  

昭和53年５月

昭和55年６月

平成11年５月

  

平成14年10月

丸長産業㈱取締役 

丸長運輸㈱(現㈱JUTEC物流)代表取

締役会長(現任) 

丸長産業㈱代表取締役副社長 
同社代表取締役社長 

丸長空調設備㈱(現㈱ジューテック

空調)代表取締役会長(現任) 

当社代表取締役会長(現任) 

1,145

代表取締役 
社長 
執行役員 

― 足 立 建一郎 昭和32年９月24日生

昭和60年７月

昭和63年３月

平成２年３月

平成３年３月

平成６年３月

平成11年６月

  
平成15年６月

当社入社 
取締役 

常務取締役 
代表取締役専務 

代表取締役社長 
越智産業㈱取締役(現任) 

㈱クワザワ取締役(現任) 
代表取締役社長執行役員(現任) 

384

代表取締役 
副社長 
執行役員 

営業本部長 鶴 巻 健 彦 昭和16年８月10日生

昭和39年４年

平成10年６月

  

平成14年６月

平成15年４月

平成15年６月

  

平成16年１月

平成17年６月

  

伊藤忠建材㈱入社 

同社常務取締役西日本担当役員 

兼大阪支社長 

同社専務取締役社長補佐 

当社入社顧問 

専務取締役執行役員 

兼第１営業本部長 

専務取締役執行役員兼営業本部長 

代表取締役副社長執行役員兼 

営業本部長(現任) 

６

常務取締役 
執行役員 業務本部長 東 條 親 靖 昭和22年１月４日生

昭和46年４月

平成11年３月

平成14年２月

  

平成15年６月

  

平成16年６月

  

平成18年４月

住友信託銀行㈱入社 

当社に出向 

当社入社 

執行役員兼財務経理部長 

取締役執行役員兼業務本部長 

兼財務経理部長 

常務取締役執行役員兼業務本部長兼

財務経理部長 

常務取締役執行役員兼業務本部長 

(現任) 

９

取締役 
執行役員 

営業本部 
副本部長 宇 野 孝 雄 昭和28年10月12日生

昭和53年４月

平成11年４月

平成12年４月

平成13年６月

  

平成14年10月

平成15年６月

平成18年４月

当社入社 

関東営業部長 

執行役員兼市場開発部長 

取締役営業部門営業副本部長兼 

市場開発部長 

取締役仕入統括部長 

取締役執行役員兼仕入統括部長 

取締役執行役員兼営業本部副本部長 

(現任) 

２

取締役 
執行役員 

営業本部 
副本部長兼 
市場開発部長 

畠 山 雄 一 昭和30年11月26日生

昭和53年４月

平成11年４月

平成12年４月

平成13年６月

平成15年６月

  

  

平成17年４月

当社入社 

首都圏営業第一部長 

執行役員兼首都圏営業第一部長 

取締役特需営業部長 

取締役執行役員兼 

第２営業本部副本部長兼 

市場開発部長兼特需営業一部長 

取締役執行役員兼営業本部副本部長

兼市場開発部長(現任) 

４



  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 
執行役員 

営業本部 
副本部長 嶋 田 清 美 昭和30年８月９日生

昭和54年４月

平成11年７月

平成12年４月

平成13年６月

平成15年６月

  
平成16年１月

当社入社 

東部営業部長 
執行役員兼東部営業部長 

取締役兼東部営業部長 
取締役執行役員兼 

第１営業本部副本部長 
取締役執行役員兼営業本部副本部長

(現任) 

２

取締役 
執行役員 

営業本部 
副本部長兼 
外装建材部長兼 
建設工事部長 

齋 藤   猛 昭和26年10月10日生

昭和50年４月

平成12年７月

平成14年10月

  

平成15年６月

  

  
  

平成17年４月

  

平成17年11月

丸長産業㈱入社 
同社執行役員第３ブロック長 

当社第３営業本部本部長補佐 
兼ホームセンター事業部長 

取締役執行役員兼 
第２営業本部本部長補佐兼 

カラーベスト部長兼 
ホームセンター事業部長 

取締役執行役員兼営業本部副本部長

兼外装建材部長 

取締役執行役員兼営業本部副本部長 
兼外装建材部長兼建設工事部長 

(現任) 

７

取締役 
執行役員 合板部長 栗 山 勝 浩 昭和27年７月24日生

昭和54年７月

昭和56年１月

平成３年11月

平成16年１月

平成16年６月

㈱ヤマキ入社 

同社取締役 

同社代表取締役社長 

当社執行役員兼営業本部副本部長 

取締役執行役員兼合板部長(現任) 

３

取締役 
執行役員 人事部長 青 山 勝 三 昭和19年９月10日生

昭和42年４月

平成10年６月

平成12年４月

平成14年10月

平成16年６月

丸長産業㈱入社 

同社取締役神奈川・静岡ブロック長 

同社取締役総務人事部長 

当社人事部長 

取締役執行役員兼人事部長(現任) 

５

取締役 
執行役員 ― 石 村  徹 昭和19年11月12日生

昭和42年４月

平成８年６月

平成14年10月

平成15年６月

平成16年６年

平成17年１月

丸長産業㈱入社 

同社取締役ホームセンター事業部長 

当社中部第１ブロック長 

執行役員兼中部第１ブロック長 

取締役執行役員兼中部営業部長 

取締役執行役員兼 

㈱イシモク代表取締役社長(現任) 

14

取締役 
執行役員 西日本営業部長 中 田 晴 雄 昭和21年２月16日生

昭和44年４月

平成11年４月

平成16年６月

当社入社 

執行役員兼関西営業部長 

取締役執行役員兼西日本営業部長 

(現任) 

４

取締役 ― 桑 澤 嘉 英 昭和28年６月８日生

平成７年６月

平成９年６月

平成11年６月

㈱クワザワ代表取締役副社長 

同社代表取締役社長(現任) 

当社取締役(現任) 

―

取締役 ― 越 智 通 広 昭和32年３月８日生
平成３年６月

平成11年６月

越智産業㈱代表取締役社長(現任) 

当社取締役(現任) 
―



  

(注) １ 監査役谷口昌巳及び湯本好英は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。 

２ 取締役桑澤嘉英及び越智通広は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。 

   ３ 当社では、意思決定・監督機能と業務執行機能を明確に区分するため、執行役員制度を導入しております。 

     執行役員は18名で、上記のほかに、東北営業部長髙橋四郎、北関東営業部長萬野健一、首都圏第２営業部長三縄光男、首都

圏第１営業部長田本良夫、内部監査室長清水良純、関連会社統括部長草地壽、営業本部副本部長神前忠央で構成されており

ます。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

常勤監査役 ― 髙 野 富 久 昭和19年10月20日生

平成７年２月

平成８年10月

平成12年４月

平成14年10月

平成15年７月

平成16年６月

平成18年４月

平成18年６月

㈱横浜銀行お客様相談室長 

㈱はまぎん事務センター取締役 
丸長産業㈱管理本部副本部長 

当社総務部長 
経営企画室長 

執行役員兼経営企画室長 
執行役員 

常勤監査役(現任) 

４ 

監査役 ― 谷 口 昌 巳 昭和16年５月19日生

昭和41年４月

昭和56年８月

平成６年６月

平成14年10月

三和電機興業㈱入社 
谷口公認会計士事務所開業 

丸長産業㈱監査役 
当社監査役(現任) 

― 

監査役 ― 湯 本 好 英 昭和27年12月４日生

昭和54年４月

  

昭和60年８月

平成７年６月

平成９年８月

  

平成13年６月

平成17年１月

スミダ紙工㈱(現グラパックジャパ

ン㈱)入社 

同社取締役 

サイバーモール㈱代表取締役社長 

グラパックジャパン㈱代表取締役社

長(現任) 

当社監査役(現任) 

柏真紙工㈱代表取締役会長(現任) 

― 

計 1,594 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、企業価値の向上を目指し、株主をはじめとして、取引先、消費者、社員や地域社会等のステークホルダー

に対する責任を確実に果たしていくことが、経営上の重要課題であると認識しております。そのために、的確且つ迅

速な意思決定、それに基づく効率的な業務執行、並びに適正な監督機能を確立した透明性の高い経営体制を構築する

とともに、コンプライアンスを重視したコーポレート・ガバナンスの構築に取組んでまいります。 

  

(1) 会社の機関の内容 

・当社の取締役会は、社外取締役２名を含む14名の取締役で構成され毎月定例の取締役会を開催するとともに、そ

の他必要に応じて臨時の取締役会を開催し、重要な業務執行その他法定の事項について決定を行なうほか、業務執

行の監督を行なっております。 

・当社は、執行役員制度を採用しており、迅速な意思決定に基づく効率的な経営を行うとともに、業務執行責任の

明確化を図っております。 

・当社は、部署レベルの透明性、健全性の向上を図るとともに迅速な意思決定を行なうため、各部署の責任者より

毎週報告書を経営会議に提出させております。また、全管理職が出席する会議（主管者会議）などにおいて、情報

の共有化を図っております。 

・当社は、取締役による職務執行を監視することを目的として監査役制度を採用しております。 

・当社は、内部統制を目的として社長直轄の内部監査室を設置し、定期的に、且つ必要に応じて内部監査を実施い

たしております。 

・当社は、毎週開催の経営会議において、経営情報及び方針の共有・検討・討議を行っております。 

・当社は、法令順守及び情報の適時開示の管理強化を目的に、コンプライアンス委員会及び情報開示委員会をそれ

ぞれ設置しており、コンプライアンス違反行為を牽制する取組みとして、各部署にコンプライアンス・オフィサー

を選任するとともに、コンプライアンス・ホットラインを開設しております。 

・当社は、会計監査人である、あずさ監査法人により会計監査を受けております。期末に偏ることなく、期中にお

いても必要に応じた監査を受けております。 

  

(2) 内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

① 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務の執行に係る情報は、文書管理規程に従い、文書または電磁的媒体（以下、文書等という）に記

録し、保存します。取締役及び監査役は、これらの文章等を閲覧することができます。 

② 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

会社の損失の危険に関しては、個々の損失の危険（経理・債権管理・コンプライアンス・災害等）の領域毎

に、それぞれの担当部署にて規程を作成します。 

リスクが現実化し、重大な損害の発生が予想される場合は、担当取締役は速やかに取締役会に報告します。 

  

③ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

  次の経営管理システムを用いて、取締役の職務の執行の効率化を図ります。 

ア．組織・業務分掌規程、稟議基準の策定 

イ．経営情報・方針の共有、検討、討議を行う経営会議の設置 

ウ．中期経営計画の策定により、役職員が共有する全社的目標を定めるとともに、年度毎の予算制度に基づき、

明確な目標付与を営業部門ごとに行います。 

エ．経営会議および取締役会により定期的に業績管理を行います。 

④ 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 



コンプライアンス体制に係る規定を制定し、役職員が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行

動規範を定めます。 

コンプライアンス委員会は、当社のコンプライアンス体制の運営状況についてチェックを行い、必要に応じて

取締役会等に助言・報告をします。また、法令上疑義のある行為等については社員が直接情報提供を行う手段と

してホットラインを設置・運営します。 

⑤ 当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

  当社及びグループ会社各社における内部統制の構築を目指し、グループ各社全体の内部統制に関する担当部署

を関連会社統括部とし、当社及びグループ各社間での内部統制に関する協議、情報の共有化、指示・要請等が効

率的になされる体制を構築します。また、当社の内部監査室は、当社およびグループ会社の内部監査を実施し、

その結果を関係会社統括部および当社の経営会議に報告します。 

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制並びにその使

用人の取締役からの独立性に関する事項 

  監査役は、内部監査室に所属する社員に監査業務に必要な事項を命じることができ、監査役から監査業務に必

要な命令を受けた社員は、取締役の指揮命令を受けることなくその命令に従います。 

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

ア．取締役または使用人は、監査役に対して、次の事項を報告します。 

a.会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項 

b.重大な法令・定款違反 

c.内部監査の実施状況 

イ．監査役は経営会議に出席することができます。 

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役会は、代表取締役、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を設定します。 

また、監査役は、監査対象部署の長と直接面談することができます。 

  



(3)役員報酬及び監査報酬の内容 

  役員報酬 

   取締役の年間報酬総額    102百万円 

   監査役の年間報酬総額    ７百万円 

   社外監査役の年間報酬総額  ６百万円 

   (注) 社外取締役に支払った報酬はありません。 

  監査報酬 

   公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 28百万円 

   上記以外の報酬はありません。 

  

(4)内部監査及び監査役の組織、人員及び手続き並びに内部監査 

・当社の監査役会は、社外監査役２名を含む３名で構成されております。積極的に社外監査役を採用することによ

り、監査機能の強化に努めております。 

・当社は内部統制を目的として内部監査室を設置しており４名で構成しております。 

・内部監査室は定期的に、また必要に応じて内部監査を行うとともに、会計監査人の監査への立会いなどを実施し

ております。また、会計上の課題については随時確認を行い会計処理の適正性に努めております。 

  

(5)社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係 

・当社の社外取締役である桑澤嘉英及び越智通広の両氏は、当社の業務提携先企業であります株式会社クワザワ及

び越智産業株式会社の代表取締役であり、当社の経営に参画し、重要な助言、監視機能の役割を担っておりま

す。 

・当社の社外監査役である湯本好英氏は、グラパックジャパン株式会社の代表取締役であり、同社との間において

営業取引が生じることがありますが、取引に際しては、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しており

ます。 

  

(6)業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名並びに監査業務に係る補助者の構成等 

業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成等は以下のとおりです。 

  

  ※飯塚昇の継続関与年数は10事業年度であります。 

 監査業務に係る補助者の構成 

    公認会計士  ３名    会計士補  ４名 

  

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 

飯塚  昇 
あずさ監査法人 

浅野 俊治 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、あ

ずさ監査法人の監査を受けております。 

  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     10,010     9,521   

２ 受取手形及び売掛金     29,519     29,723   

３ たな卸資産     3,266     2,927   

４ 繰延税金資産     649     677   

５ その他     2,996     2,985   

貸倒引当金     △1,034     △1,063   

流動資産合計     45,407 77.6   44,771 76.7 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物及び構築物 ※３ 4,232     4,302     

減価償却累計額   2,235 1,996   2,371 1,931   

(2) 機械装置及び運搬具   640     524     

減価償却累計額   482 158   396 128   

(3) 土地 ※３   7,757     7,757   

(4) その他   313     311     

減価償却累計額   271 42   274 36   

有形固定資産合計     9,955 17.0   9,854 16.9 

２ 無形固定資産     73 0.1   453 0.8 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券 ※２   1,520     1,793   

(2) 長期貸付金     160     102   

(3) 破産債権、更生債権 
    その他これらに準ずる
債権 

 673 646   

(4) 繰延税金資産     46     43   

(5) その他     1,328     1,297   

貸倒引当金     △655     △605   

投資その他の資産合計     3,073 5.3   3,276 5.6 

固定資産合計     13,101 22.4   13,584 23.3 

Ⅲ 繰延資産               

１ 社債発行費     28     19   

繰延資産合計     28 0.0   19 0.0 

資産合計     58,537 100.0   58,375 100.0 

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金     37,549     38,485   

２ １年内償還予定社債     500     ―   

３ 短期借入金 ※３   3,746     1,855   

４ １年内返済予定 
  長期借入金 

※３  432     744   

５ 未払法人税等     190     394   

６ 賞与引当金     430     429   

７ その他     1,201     1,092   

流動負債合計     44,050 75.3   43,000 73.6 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債     2,500     3,000   

２ 長期借入金 ※３   4,008     4,164   

３ 繰延税金負債     186     249   

４ 役員退職慰労引当金     210     234   

５ その他の引当金     25     37   

６ 連結調整勘定     87     30   

７ その他     883     799   

固定負債合計     7,901 13.5   8,515 14.6 

負債合計     51,951 88.8   51,515 88.2 

                

(少数株主持分)               

少数株主持分     133 0.2   153 0.3 

                

(資本の部)               

Ⅰ 資本金     850 1.4   850 1.5 

Ⅱ 資本剰余金     224 0.4   224 0.4 

Ⅲ 利益剰余金     5,150 8.8   5,373 9.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     231 0.4   264 0.4 

Ⅴ 自己株式 ※１   △4 △0.0   △6 △0.0 

資本合計     6,452 11.0   6,706 11.5 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 58,537 100.0   58,375 100.0 

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     147,297 100.0   148,810 100.0 

Ⅱ 売上原価     135,979 92.3   137,046 92.1 

売上総利益     11,318 7.7   11,764 7.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 運賃荷造費   1,798     1,817     

２ 貸倒引当金繰入額   ―     184     

３ 給料手当   3,284     3,430     

４ 賞与引当金繰入額   428     420     

５ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

  25     28     

６ 退職給付費用   194     248     

７ 賃借料   838     948     

８ 減価償却費   198     164     

９ その他   4,135 10,905 7.4 4,045 11,287 7.6 

営業利益     412 0.3   476 0.3 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   17     15     

２ 受取配当金   19     23     

３ 連結調整勘定償却額   40     36     

４ 仕入割引   463     455     

５ 投資有価証券売却益   96     98     

６ 賃貸収入   182     160     

７ 雑収入   138 957 0.7 145 935 0.6 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   184     177     

２ 社債発行費償却   20     16     

３ 手形売却損   62     51     

４ 売上割引   215     238     

５ 雑損失   36 518 0.4 35 518 0.3 

経常利益     850 0.6   893 0.6 



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※１ 770     27     

２ 償却債権取立益   10 781 0.5 3 30 0.0 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産除却損 ※２ 48     14     

２ 固定資産売却損 ※３ 74     0     

３ 商品評価損   104     ―     

４ 土地浄化費用   ―     41     

５ 減損損失 ※４ 125     ―     

６ 貸倒引当金繰入額   408 761 0.5 ― 55 0.0 

税金等調整前当期純利益     870 0.6   868 0.6 

法人税、住民税 
及び事業税 

258 498    

法人税等調整額   298 556 0.4 24 522 0.4 

少数株主利益(△は損失）     △23 △0.0   21 0.0 

当期純利益     338 0.2   324 0.2 

       



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     224   224 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     224   224 

(利益剰余金の部)           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     4,893   5,150 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

  当期純利益   338 338 324 324 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

   配当金   70   82   

  役員賞与   11 81 18 100 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     5,150   5,373 

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税金等調整前当期純利益   870 868 

２ 減価償却費   316 263 

３ 減損損失   125 ― 

４ 連結調整勘定償却額   △40 △36 

５ 貸倒引当金の増減額(△は減少)   155 △23 

６ 賞与引当金の増減額(△は減少)   △30 △5 

７ 役員退職慰労引当金の増減額(△は減少)   9 23 

８ 受取利息及び受取配当金   △36 △39 

９ 仕入割引   △463 △455 

10 支払利息及び手形売却損   246 228 

11 売上割引   215 238 

12 有形固定資産売却益   △770 △27 

13 有形固定資産除却損   17 11 

14 投資有価証券売却益   △96 △98 

15 投資有価証券評価損   0 ― 

16 商品評価損   104 ― 

17 売上債権の増減額(△は増加)   2,185 △327 

18 たな卸資産の増減額(△は増加)   91 352 

19 未収入金の増減額(△は増加)   △774 △7 

20 仕入債務の増減額(△は減少)   △29 927 

21 未払消費税等の増減額(△は減少)   △16 △8 

22 役員賞与   △11 △19 

23 その他   △51 △267 

小計   2,019 1,598 

24 利息及び配当金の受取額   39 39 

25 仕入割引の受取額   257 289 

26 利息及び手形売却損の支払額   △248 △222 

27 法人税等の支払額   △220 △281 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,847 1,424 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 有形固定資産の取得による支出   △554 △162 

２ 有形固定資産の売却による収入   2,093 53 

３ 無形固定資産の取得による支出   ― △232 

４ 投資有価証券の取得による支出   △447 △271 

５ 投資有価証券の売却による収入   219 146 

６ 新規連結子会社の取得による収入 ※２ 299 20 

７ 貸付による支出   △90 △114 

８ 貸付金の回収による収入   202 148 

９ 敷金保証金の支出   △24 △25 

10 敷金保証金の回収による収入   34 64 

11 その他   31 △24 

投資活動によるキャッシュ・フロー   1,765 △397 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 短期借入金の純増減額   △5,004 △1,891 

２ 長期借入れによる収入   3,130 900 

３ 長期借入金の返済による支出   △1,182 △432 

４ 社債発行による収入   2,157 492 

５ 社債の償還による支出   ― △500 

６ 配当金の支払額   △70 △82 

７ 少数株主への配当金の支払額   △0 △1 

８ 自己株式の取得による支出   △1 △1 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △972 △1,515 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   0 0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△は減少額)   2,640 △488 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   7,355 9,996 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 9,996 9,507 

     



  
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項     

 (1) 連結子会社の数 すべての子会社を連結しておりま

す。 

連結子会社の数 ５社 

 ㈱ジューテックリブ、㈱ＪＵＴＥ

Ｃ物流、㈱ジューテック空調、㈱住

まいるテック、㈱イシモク 

 上記のうち、㈱ジューテックリブ

及び㈱イシモクについては、当連結

会計年度において子会社となったた

め、新たに連結の範囲に含めており

ます。 

 なお、前連結会計年度まで連結子

会社でありました丸長商事㈱は、平

成16年12月16日に解散を決議し、平

成17年３月14日に清算結了いたしま

した。 

  

連結子会社の数 ６社 

 ㈱ジューテックリブ、㈱ＪＵＴＥＣ

物流、㈱ジューテック空調、㈱住まい

るテック、㈱イシモク、㈱ジューテッ

ク秋田 

 上記のうち、㈱ジューテック秋田に

ついては、当連結会計年度において子

会社となったため、新たに連結の範囲

に含めております。 

  

 (2) 主要な非連結子会社の

名称等 

――――― 非連結子会社の数 １社 

 ジェイライフサポート㈱ 

連結の範囲から除いた理由 

 同社の総資産、売上高、当期純損益

及び利益剰余金等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ため連結の範囲から除外しておりま

す。 

  

２ 持分法の適用に関する事

項 

  

――――― 持分法を適用しない関係会社の名称 

 ジェイライフサポート㈱ 

持分法を適用しない理由 

 同社は、当期純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法

の適用の範囲から除外しております。 

  

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の事業年度は、連結会

計年度と同一であります。 

  

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法 

(イ) 有価証券 

子会社株式 

――――― 

(イ) 有価証券 

子会社株式 

  移動平均法による原価法 

  



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

     決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

出) 

  時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

  

その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

  

  

  

 時価のないもの 

同左 

  (ロ)デリバティブ取引 

  時価法 

  

(ロ)デリバティブ取引 

同左 

  (ハ)たな卸資産 

  商品………………移動平均法に

よる原価法 

  販売用不動産……個別法による

原価法 

  未成工事支出金…個別法による

原価法 

  

(ハ)たな卸資産 

  商品…………………  同左 

  

  未成工事支出金……  同左 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(イ)有形固定資産 

  定率法 

但し、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物付属設備を除

く)については、定額法 

  なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

 建物及び構築物  ３～50年 

 少額減価償却資産(取得価額が10

万円以上20万円未満の減価償却資

産)については、３年間で均等償却 

  

(イ)有形固定資産 

同左 

  (ロ)無形固定資産 

  定額法 

  但し、自社利用ソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法 

  

(ロ)無形固定資産 

同左 

  

  (ハ)長期前払費用 

  均等償却 

  

(ハ)長期前払費用 

同左 

  

 (3) 重要な繰延資産の処理

方法 

社債発行費 

 商法施行規則の規定に基づき３年

間で均等償却しております。 

  

社債発行費 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (4) 重要な引当金の計上基

準 

(イ)貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。 

  

(イ)貸倒引当金 

同左 

  

  (ロ)賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き引当金を計上しております。 

  

(ロ)賞与引当金 

同左 

  

  (ハ)役員退職慰労引当金 

役員及び親会社の執行役員の退任

による退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

  

(ハ)役員退職慰労引当金 

同左 

 (5) 重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

  

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方

法 

(イ)ヘッジ会計の方法 

 ヘッジ取引に係る損益の認識につ

いては繰延ヘッジ処理によっており

ます。ただし、金利スワップの特例

処理の要件を満たすものについて

は、特例処理によっております。 

  

(イ)ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ①たな卸資産(商品)の購入に係る

外貨建営業債務を対象とする為替予

約取引、②借入金に係る利息を対象

とする金利スワップ取引を実施して

おります。 

  

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  (ハ)ヘッジ方針 

 主として親会社は、将来の取引市

場での金利及び為替の相場変動に伴

うリスクの軽減を目的に、実需に伴

う取引に限定して、金利及び通貨に

係るデリバティブ取引を実施するこ

ととしており、売買益を目的とした

投機的な取引は一切行わない方針と

しております。 

  

(ハ)ヘッジ方針 

同左 

  



項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フロー変動の累計とを比較し、

当初予定したキャッシュ・フローが

確保されたか否かを検証することで

ヘッジの有効性を確認しておりま

す。 

 また、金利スワップの一部につい

ては、ヘッジ対象とヘッジ手段に関

する重要な条件が同一であり、かつ

ヘッジ開始時及びその後も継続して

相場変動を完全に相殺するものと想

定できるため、ヘッジの有効性の評

価は省略しております。 

  

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

  (ホ)その他 

 主として親会社は、取引方針等を

経営会議、取締役会で審議した上

で、決定された範囲内で財務経理部

長の決裁により取引を実行してお

り、あわせて取引残高、損益状況に

ついて、経営会議、取締役会に定期

的に報告することとしております。 

  

(ホ)その他 

同左 

 (7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。 

  

消費税等の処理方法 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価

方法は、全面時価評価法によってお

ります。 

  

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定は、５年間で均等償

却しております。 

  

同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

利益処分又は損失処理の取扱い方法 

 連結会計年度中に確定した利益処

分又は損失処理に基づいておりま

す。 

  

利益処分又は損失処理の取扱い方法 

同左 

  

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなります。 

  

同左 

  



  
会計方針の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針 第６号 平成15年10月31日)を適用し

ております。 

 これにより税金等調整前当期純利益は125百万円減少

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してお

ります。 

  

――――― 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(連結損益計算書) 

  連結損益計算書の「手形売却損」は、前連結会計年 

度においては「営業外費用」の「雑損失」に含めて表

示しておりましたが、金額的重要性が増したため区分

掲記しております。 

  なお、前連結会計年度の「営業外費用」の「雑損

失」に含まれている「手形売却損」は24百万円であり

ます。 

  

――――― 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

営業活動によるキャッシュ・フローの「支払利息及

び手形売却損の支払額」のうち、手形売却損の支払額

については、前連結会計年度は「その他」に含めて表

示しておりましたが、金額的重要性が増したため区分

掲記しております。 

なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「手形売却損の支払額」は24百万円であります。 

  

――――― 

  



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ 自己株式の保有 

  連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式の

数は、以下のとおりであります。 

  なお、当期末における発行済株式総数は、普通株式

11,786,000株であります。 

  

普通株式 13,267株

※１ 自己株式の保有 

  連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式の

数は、以下のとおりであります。 

  なお、当期末における発行済株式総数は、普通株式

11,786,000株であります。 

  

普通株式 18,468株

※２        ――――― 

  

  

  

  

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

  

投資有価証券 10百万円

※３ 担保に供している資産及び担保付債務 

 担保に供している資産 

 上記に対応する債務 

建物及び構築物 344百万円

土地 2,168百万円

計 2,513百万円

   

短期借入金 675百万円

１年内返済予定長期借入金 285百万円

長期借入金 1,714百万円

計 2,674百万円

   

※３ 担保に供している資産及び担保付債務 

 担保に供している資産 

 上記に対応する債務 

建物及び構築物 65百万円

土地 1,409百万円

計 1,475百万円

   

短期借入金 200百万円

１年内返済予定長期借入金 207百万円

長期借入金 813百万円

計 1,220百万円

   



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 固定資産売却益は、次のとおりであります。 

建物及び構築物 203百万円

機械装置及び運搬具 8百万円

土地 557百万円

その他 0百万円

計 770百万円

   

※１ 固定資産売却益は、次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 27百万円

※２ 固定資産除却損は、次のとおりであります。 

※３ 固定資産売却損は、次のとおりであります。 

  

建物及び構築物 13百万円

機械装置及び運搬具 2百万円

その他 1百万円

解体費用 30百万円

計 48百万円

   

建物及び構築物 56百万円

土地 10百万円

その他 7百万円

計 74百万円

※２ 固定資産除却損は、次のとおりであります。 

※３ 固定資産売却損は、次のとおりであります。 

建物及び構築物 3百万円

機械装置及び運搬具 1百万円

その他 2百万円

解体費用 5百万円

計 14百万円

   

機械装置及び運搬具 0百万円

※４ 当社グループは以下の資産グループについて減損

損失を計上しております。 

   当社グループは、投資上の区分を反映した事業

所、賃貸用不動産、及び遊休資産を独立したキャッ

シュ・フローを生み出す最小の単位とし、本社設備

等を共用資産としてグルーピングしております。 

   市場価額の著しい下落により、遊休資産に区分さ

れている上記の土地及び建物等の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額125百万円を減損損

失として特別損失に計上しております。その内訳

は、建物及び構築物29百万円、土地96百万円であり

ます。 

   なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、路線価及び固定資産税

評価額等の適切に市場価格を反映していると考えら

れる評価額を基に算出し評価しております。 

  

場所 新潟県新潟市、埼玉県さいたま市 他 

用途 遊休資産（前事業店舗、倉庫） 

種類 建物及び構築物、土地 

※４        ――――― 

  



  
(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 10,010百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △14百万円

現金及び現金同等物の期末残高 9,996百万円

   

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 9,521百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △14百万円

現金及び現金同等物の期末残高 9,507百万円

   

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会

社の資産及び負債の主な内訳 

   株式の取得により新たに㈱ジューテックリブを

連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の

内訳、当該子会社株式の取得価額及び取得による

収入(純額)との関係は次のとおりであります。 

流動資産 1,442百万円

固定資産 178百万円

連結調整勘定 45百万円

流動負債 △1,456百万円

固定負債 △75百万円

少数株主持分 △44百万円

新規連結子会社の取得価額 91百万円

新規連結子会社の現金及び 
現金同等物 

391百万円

差引：新規連結子会社取得 
による収入 

299百万円

  

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会

社の資産及び負債の主な内訳 

   株式の取得により新たに㈱ジューテック秋田を

連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の

内訳、当該子会社株式の取得価額及び取得による

収入(純額)との関係は次のとおりであります。 

流動資産 189百万円

固定資産 6百万円

連結調整勘定 21百万円

流動負債 △183百万円

固定負債 △4百万円

新規連結子会社の取得価額 30百万円

新規連結子会社の現金及び
現金同等物 

50百万円

差引：新規連結子会社取得
による収入 

20百万円



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(借主側) 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

建物及び 
構築物 

7 0 6

機械装置 
及び運搬具 

35 18 17

有形固定資産 
その他 
(工具、器具 
及び備品) 

602 440 161

無形固定資産 
その他 
(ソフトウェア) 

293 149 144

合計 939 609 329 

  

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

建物及び
構築物 

7 1 5 

機械装置
及び運搬具 

41 17 24 

有形固定資産
その他 
(工具、器具 
及び備品) 

461 336 125 

無形固定資産
その他 
(ソフトウェア)

341 207 134 

合計 852 563 289 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 128百万円

１年超 207百万円

合計 336百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 99百万円

１年超 194百万円

合計 294百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

  

支払リース料 176百万円

減価償却費相当額 166百万円

支払利息相当額 15百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

  

支払リース料 146百万円

減価償却費相当額 138百万円

支払利息相当額 6百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。 

  

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

  



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (貸主側)  (貸主側) 

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

  

  
取得価額 
 (百万円) 

減価償却 
累計額 
 (百万円) 

期末残高
 (百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

60 36 23

合計 60 36 23 

  

  
取得価額
 (百万円) 

減価償却 
累計額 
 (百万円) 

期末残高 
 (百万円) 

機械装置
及び運搬具 

19 14 5 

合計 19 14 5 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高相当額及び見積残存価額の残高の合計額が

営業債権の期末残高等に占める割合が低いため、受

取利子込み法により算定しております。 

  

１年以内 23百万円

１年超 36百万円

合計 59百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

(注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高相当額及び見積残存価額の残高の合計額が

営業債権の期末残高等に占める割合が低いため、受

取利子込み法により算定しております。 

  

１年以内 6百万円

１年超 6百万円

合計 12百万円

(3) 受取リース料及び減価償却費 

  

受取リース料 27百万円

減価償却費 12百万円

(3) 受取リース料及び減価償却費 

  

受取リース料 13百万円

減価償却費 4百万円

２．オペレーティング・リース 

(借主側) 

未経過リース料 

１年以内 1百万円

１年超 0百万円

合計 1百万円

２．オペレーティング・リース 

(借主側) 

未経過リース料 

１年以内 3百万円

１年超 12百万円

合計 16百万円



(有価証券関係) 

前連結会計年度 (平成17年３月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 (1) 減損処理にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得価額に比べ50％以上下落している場合にはすべて減損処理を行

い、30％以上50％未満であるときは、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っ

ております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの       

   (1)株式 971 1,375 403 

   (2)債券 ― ― ― 

      (3)その他 ― ― ― 

小計 971 1,375 403 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの       

   (1)株式 64 53 △10 

   (2)債券 ― ― ― 

      (3)その他 ― ― ― 

小計 64 53 △10 

合計 1,035 1,428 392 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

219 96 0 

内容 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

  社債 4 

  非上場株式 88 

合計 92 

区分 １年以内
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超
(百万円) 

債券         

 社債 ― 4 ― ― 

合計 ― 4 ― ― 



当連結会計年度 (平成18年３月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 (1) 減損処理にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得価額に比べ50％以上下落している場合にはすべて減損処理を行

い、30％以上50％未満であるときは、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っ

ております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

  
次へ 

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの       

   (1)株式 959 1,404 444 

   (2)債券 ― ― ― 

      (3)その他 ― ― ― 

小計 959 1,404 444 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの       

   (1)株式 254 246 △8 

   (2)債券 ― ― ― 

      (3)その他 ― ― ― 

小計 254 246 △8 

合計 1,214 1,650 436 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

147 98 ― 

内容 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

  社債 4 

  非上場株式 128 

子会社株式及び関連会社株式   

  子会社株式 10 

合計 142 

区分 １年以内
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超
(百万円) 

債券         

 社債 4 ― ― ― 

合計 4 ― ― ― 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(1) 取引の内容 

  主として親会社は、金利又は通貨に係るデリバティ

ブ取引について、①借入金に係る金利スワップ取引、

②外貨建営業債務に係る為替予約取引に限定し実施す

ることとしています。 

(1) 取引の内容 

同左 

(2) 取引に対する取組方針 

  主として親会社は、デリバティブ取引を行う場合に

は、実需に伴う取引に限定し実施することとしてお

り、売買益を目的とした投機的な取引は一切行わない

方針としております。 

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

(3) 利用目的 

  主として親会社は、将来の取引市場での金利及び為

替の相場変動に伴うリスクの軽減、または借入金の支

払金利の軽減を目的に、金利及び通貨に係るデリバテ

ィブ取引を利用しております。 

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

  ①ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっております。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    たな卸資産(商品)の購入に係る外貨建営業債務を

対象とする為替予約取引、借入金を対象とする金利

スワップ取引を実施しております。 

 ③ヘッジ方針 

    将来の取引市場での金利及び為替の相場変動に伴

うリスクの軽減、または、借入金の支払金利の軽減

を目的に、実需に伴う取引に限定してヘッジを実施

しております。 

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

    原則として、ヘッジ対象のキャッシュ・フローの

変動とヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累

計とを比較し、当初予定したキャッシュ・フローが

確保されたか否かを検証することでヘッジの有効性

を確認しております。 

(3) 利用目的 

同左 

  

  

  

  

  

  ①ヘッジ会計の方法 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

 ③ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

 ④ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4) 取引に係るリスクの内容 

  主として親会社は、借入金に係る支払金利の固定化

及び外貨建営業債務に係る為替リスクヘッジを目的と

してデリバティブ取引を実施していることから、これ

らが経営に与えるリスクは限定的なものと判断してお

ります。 

  また、主として親会社は、取引相手先の倒産等によ

り契約不履行に陥る信用リスクも有しております。但

し、デリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高

い国内の金融機関であるため、相手先の契約不履行に

よるリスクはほとんどないと認識しております。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

同左 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

  主として親会社におけるデリバティブ取引は、取引

方針等を経営会議、取締役会で審議した上で、決定さ

れた範囲内で財務経理部長の決裁により取引を実行し

ており、あわせて取引残高、損益状況について、経営

会議、取締役会に定期的に報告することとしておりま

す。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

同左 



２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
１．通貨関連 

(注)１ 時価の算定方式については、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 
    ２ 上記取引はいわゆるゼロコストオプションであり、オプション料の授受はありません。 
    ３ 上記以外のデリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しているため、注記の対象外としております。 

  

当連結会計年度(平成18年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
１．通貨関連 

(注)１ 時価の算定方式については、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 
     ２ 上記取引はいわゆるゼロコストオプションであり、オプション料の授受はありません。 
     ３ 上記以外のデリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しているため、注記の対象外としております。 

  

次へ 

種類 
契約額等 
(百万円) 

契約額等のうち

１年超(百万円) 
時価

(百万円) 
評価損益

(百万円) 

オプション取引         

売 建         

 プット(ＵＳＤ) 870 612 △65 20 

          

買 建         

 コール(ＵＳＤ) 639 445 4 0 

          

合計 ― ― △60 20 

種類 
契約額等 
(百万円) 

契約額等のうち

１年超(百万円) 
時価

(百万円) 
評価損益

(百万円) 

オプション取引         

売 建         

 プット(ＵＳＤ) 305 164 △8 56 

          

買 建         

 コール(ＵＳＤ) 305 164 0 △3 

          

合計 ― ― △7 53 



(退職給付関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月1日  至 平成17年３月31日) 

  

１  採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定拠出年金制度を採用しております。また、調整年金として東京都合板厚生年金基金に加入しておりま

す。東京都合板厚生年金基金は、総合設立型厚生年金基金であり、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に算

定できないため当該厚生年金基金への拠出額を退職給付費用として処理する方法を採用しております。なお、当該厚

生年金基金の掛金拠出割合により算定した年金資産見積額は、2,057百万円であります。 

なお、連結子会社のうち３社は中小企業退職金共済制度に加入しており、２社は退職一時金制度を採用しておりま

す。 

  

２  退職給付債務に関する事項 

  

 (注)１ 連結子会社の退職給付債務の算定にあたっては、簡便法を採用しております。 
     ２ 連結貸借対照表においては、固定負債「その他の引当金」として表記しております。 

  

３ 退職給付費用の内訳 

  

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

連結子会社の退職給付費用の算定にあたっては、簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載して

おりません。 

①   退職給付債務 (注)１ 45百万円 

②  年金資産 20百万円 

③   退職給付引当金 (注)２ 25百万円 

①   勤務費用  12百万円 

  小計 12百万円 

②   確定拠出型年金制度への掛金支払額 65百万円 

③   厚生年金基金への拠出額 116百万円 

④   退職給付費用(①＋②＋③) 194百万円 



当連結会計年度(自 平成17年４月1日  至 平成18年３月31日) 

  

１  採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定拠出年金制度を採用しております。また、調整年金として東京都合板厚生年金基金に加入しております。東京都

合板厚生年金基金は、総合設立型厚生年金基金であり、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に算定できないため当該厚

生年金基金への拠出額を退職給付費用として処理する方法を採用しております。なお、当該厚生年金基金の掛金拠出割合により

算定した年金資産見積額は、2,694百万円であります。 

また、連結子会社のうち４社は中小企業退職金共済制度に加入しており、３社は退職一時金制度を採用しております。 

  

２  退職給付債務に関する事項 

  

 (注)１ 連結子会社の退職給付債務の算定にあたっては、簡便法を採用しております。 

     ２ 連結貸借対照表においては、固定負債「その他の引当金」として表記しております。 

  

３ 退職給付費用の内訳 

  

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

連結子会社の退職給付費用の算定にあたっては、簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。 

  

  

①   退職給付債務 (注)１ 60百万円 

②  年金資産 22百万円 

③   退職給付引当金 (注)２ 37百万円 

①   勤務費用  18百万円 

  小計 18百万円 

②   確定拠出型年金制度への掛金支払額 64百万円 

③   厚生年金基金への拠出額 165百万円 

④   退職給付費用(①＋②＋③) 248百万円 



(税効果会計関係) 

  

  

前へ     

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産)  

  貸倒引当金繰入超過額 501百万円

  賞与引当金損金不算入額 175百万円

  退職給付費用損金不算入額 164百万円

  役員退職慰労引当金 
  損金不算入額 

85百万円

  固定資産減損 51百万円

  たな卸資産評価損 41百万円

  土地評価損 34百万円

  税務上の繰越欠損金 56百万円

  その他 118百万円

   繰延税金資産小計 1,228百万円

   評価性引当額 △282百万円

   繰延税金資産合計 946百万円

  (繰延税金負債)  

  固定資産圧縮積立金 156百万円

  特別償却準備金 1百万円

  土地評価益 118百万円

  その他有価証券評価差額金 158百万円

   その他 0百万円

   繰延税金負債合計 436百万円

   繰延税金資産の純額 509百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産)  

  貸倒引当金繰入超過額 504百万円

  賞与引当金繰入超過額 174百万円

  退職給付費用損金不算入額 130百万円

 役員退職慰労引当金
  損金不算入額 

95百万円

  固定資産減損 51百万円

  たな卸資産評価損 50百万円

  税務上の繰越欠損金 135百万円

  未払事業税 45百万円

  その他 82百万円

   繰延税金資産小計 1,270百万円

   評価性引当額 △384百万円

   繰延税金資産合計 885百万円

  (繰延税金負債)  

  固定資産圧縮積立金 156百万円

  特別償却準備金 0百万円

  土地評価益 83百万円

  その他有価証券評価差額金 171百万円

   その他 0百万円

   繰延税金負債合計 413百万円

   繰延税金資産の純額 471百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別の内訳 

 法定実効税率 40.69％

   交際費等永久に損金に 
   算入されない項目 

8.11

   受取配当金等永久に益金に
   算入されない項目 

△0.38

   住民税均等割等 4.03 

   留保金課税 0.33 

   評価性引当額の増減 18.65 

   連結調整勘定償却額 △1.90 

   繰越欠損金の使用 △5.43 

   その他 △0.23 

  税効果会計適用後の 
  法人税等負担率 

63.87％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別の内訳 

 法定実効税率 40.69％

  交際費等永久に損金に
   算入されない項目 

9.31 

  受取配当金等永久に益金に
   算入されない項目 

△0.57 

   住民税均等割等 4.08 

   ＩＴ投資促進税制税額控除 △4.09 

   過年度法人税等 4.84 

   評価性引当額の増減 9.00 

   連結調整勘定償却額 △1.70 

   その他 △1.40 

 税効果会計適用後の
  法人税等負担率 

60.16％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)において、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計

額に占める「卸売事業」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)において、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありま

せん。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １  当社取締役栗山勝浩の近親者が、議決権の87％を所有しております。 

２ 不動産賃貸借の賃料および入金条件については、近隣相場を勘案の上、一般的賃貸条件と同一の価格、条件によってお

り、資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

３ 当社取締役桑澤嘉英との取引は、株式会社クワザワ及びその子会社である山光運輸株式会社の代表取締役として行った取

引であり、価格等は一般の取引条件によっております。 

４ 当社取締役越智通広との取引は、越智産業株式会社の代表取締役として行った取引であり、価格等は一般の取引条件によ

っております。 

５ 取引金額には消費税等は含まず、科目の期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

  

  

属性 会社等の 
名称 住所 

資本金
又は 
出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(%)

関係内容 
取引の
内容 

取引金額
(百万円)

科目 期末残高
(百万円) 役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等 

㈱リッケン 
(注1、2) 

東京都 
港区 100 不動産業 ― ― ―

不動産の
賃貸 20 

前受収益 2

預り保証金 10

不動産の
賃借 3 

前払費用 2

差入保証金 3

資金の貸付 ― 長期貸付金 27

役員及び 
近親者 

桑澤嘉英 
(注3) 

― ― 
当社取締役 

（㈱クワザワ 
代表取締役社長） 

― ― ―

商品の
販売 49 

売掛金 4

受取手形 2

商品の
仕入 37 

買掛金 2

支払手形 1

― ― 
当社取締役 

（山光運輸㈱ 
代表取締役会長） 

― ― ―
リース料
の支払 30 ― ―

役員及び 
近親者 

越智通広 
(注4) ― ― 

当社取締役 
（越智産業㈱ 
代表取締役社長） 

― ― ―

商品の
販売 4 

売掛金 0

受取手形 ―

商品の
仕入 41 

買掛金 10

支払手形 19



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １  当社取締役栗山勝浩の近親者が、議決権の87％を所有しております。 

２ 不動産賃貸借の賃料および入金条件については、近隣相場を勘案の上、一般的賃貸条件と同一の価格、条件によってお

り、資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

３ 当社取締役桑澤嘉英との取引は、株式会社クワザワ及びその子会社である山光運輸株式会社の代表取締役として行った取

引であり、価格等は一般の取引条件によっております。 

４ 当社取締役越智通広との取引は、越智産業株式会社の代表取締役として行った取引であり、価格等は一般の取引条件によ

っております。 

５ 取引金額には消費税等は含まず、科目の期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

  

属性 会社等の 
名称 住所 

資本金
又は 
出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(%)

関係内容 
取引の
内容 

取引金額
(百万円)

科目 期末残高
(百万円) 役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等 

㈱リッケン 
(注1、2) 

東京都 
港区 100 不動産業 ― ― ―

不動産の
賃貸 27 

前受収益 2

預り保証金 10

不動産の
賃借 4 

前払費用 2

差入保証金 3

資金の貸付 ― 長期貸付金 18

役員及び 
近親者 

桑澤嘉英 
(注3) 

― ― 
当社取締役 

（㈱クワザワ 
代表取締役社長） 

― ― ―

商品の
販売 26 売掛金 1

商品の
仕入 40 

買掛金 4

支払手形 6

― ― 
当社取締役 

（山光運輸㈱ 
代表取締役会長） 

― ― ―
リース料
の支払 25 ― ―

役員及び 
近親者 

越智通広 
(注4) ― ― 

当社取締役 
（越智産業㈱ 
代表取締役社長） 

― ― ―

商品の
販売 1 売掛金 0

商品の
仕入 95 

買掛金 10

支払手形 35



(１株当たり情報) 
  

  

 (注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 546円43銭 568円57銭 

１株当たり当期純利益 27円12銭 26円24銭 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益(百万円) 338 324 

普通株主に帰属しない金額(百万円)     

利益処分による役員賞与金 19 15 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 319 308 

普通株式の期中平均株式数(千株) 11,773 11,770 



(重要な後発事象) 

  

  

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― 日本バリュー株式会社との合併について 

 当社と当社の主要株主である筆頭株主の日本バリュー

株式会社は、平成18年３月13日に締結いたしました合併

契約書に基づき、平成18年５月１日付で合併いたしまし

た。 

 合併に関する事項の概要は、次のとおりであります。 

(1) 合併方式 

  当社を存続会社とする吸収合併方式で、日本バ

リュー株式会社は解散する。 

(2) 日本バリュー株式会社の概要 

① 本店所在地 東京都港区 

② 取締役社長 足立建一郎 

③ 資本金   100百万円 

 ④ 事業内容  不動産の保有、管理等 

 ⑤ 業績    平成17年６月期 

         売上高     38百万円 

         経常利益     13百万円 

         当期純損失  387百万円 

  (3) 合併の概要等 

  ① 合併比率 １：655 

  ② 合併比率の算定方法 

当社は株価平均法に基づき、また、日本バリュ

ー株式会社は時価純資産価額法により株式価値を

算定し、その結果を総合的に勘案して合併比率を

算定しております。 

  ③ 合併により発行した新株式数 

       合併に際し当社が割り当てる総数2,207,350株の

うち、日本バリュー株式会社が所有する当社株式

2,022,000株については、自己株式とした上で日本

バリュー株式会社の株主に交付すべき新株式に代

用し、残りの185,350株については、新たに株式を

発行して割り当てております。 

  ④ 会社財産の引継等 

    合併期日における、日本バリュー株式会社の資

産、負債、その他一切の権利義務を、合併期日に

おいて引継いでおります。 

    なお、合併により引き継いだ資産及び負債の内

訳は以下のとおりです。 

       資産合計  59百万円 

       負債合計  １百万円 

  



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額は下記のとおりであります。 

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)及び預り保証金の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は以

下のとおりであります。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

提出会社 第１回無担保社債 
平成14年 
９月30日 

500 ― 0.39 無担保 
平成17年
９月30日 

提出会社 第２回無担保社債 
平成14年 
９月30日 

300 300 0.65 無担保 
平成19年
９月28日 

提出会社 第３回無担保社債 
平成16年 
６月15日 

1,000 1,000 1.23 無担保 
平成21年
６月15日 

提出会社 第４回無担保社債 
平成16年 
６月25日 

700 700 0.95 無担保 
平成21年
６月25日 

提出会社 第５回無担保社債 
平成17年 
３月31日 

500 500 1.01 無担保 
平成22年
３月31日 

提出会社 第６回無担保社債 
平成17年 
９月30日 

300 300 0.98 無担保 
平成22年
９月30日 

提出会社 第７回無担保社債 
平成17年 
９月30日 

200 200 0.98 無担保 
平成22年
９月30日 

合計 ― ― 3,000 3,000 ― ― ― 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

― 300 ― 2,200 500 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 3,746 1,855 0.71 ― 

１年以内返済予定の長期借入金 432 744 1.66 ― 

長期借入金(１年以内返済予定の
ものを除く) 

4,008 4,164 1.62
平成19年４月～ 
平成23年８月 

その他の有利子負債 
預り保証金 

63 53 0.06 ― 

合計 8,249 6,816 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 603 1,504 1,704 265 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

                

Ⅰ 流動資産               

 １ 現金及び預金     9,365     8,526   

 ２ 受取手形     8,978     8,647   

 ３ 売掛金     19,163     19,242   

 ４ 商品     1,827     1,714   

 ５ 未成工事支出金     562     420   

 ６ 前払費用     124     135   

 ７ 繰延税金資産     645     671   

 ８ 未収入金     2,530     2,550   

 ９ その他     434     285   

   貸倒引当金     △1,022     △1,056   

   流動資産合計     42,610 77.2   41,139 74.1 

Ⅱ 固定資産               

 １ 有形固定資産               

  (1) 建物 ※３ 3,668     3,726     

    減価償却累計額   1,900 1,767   2,014 1,711   

  (2) 構築物 ※３ 228     233     

    減価償却累計額   161 66   169 64   

  (3) 車両運搬具   49     47     

    減価償却累計額   43 5   43 3   

  (4) 工具、器具及び備品   279     275     

    減価償却累計額   247 32   247 28   

  (5) 土地 ※３   7,590     7,590   

  (6) 建設仮勘定     1     ―   

   有形固定資産合計     9,465 17.1   9,398 16.9 



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 ２ 無形固定資産               

  (1) ソフトウェア     5     354   

  (2) 電話加入権     42     42   

  (3) その他     2     35   

   無形固定資産合計     50 0.1   432 0.8 

 ３ 投資その他の資産               

  (1) 投資有価証券     1,501     1,751   

  (2) 関係会社株式     217     247   

  (3) 出資金     82     82   

  (4) 長期貸付金     158     100   

  (5) 関係会社長期貸付金     32     1,382   

  (6) 破産債権、更生債権 
    その他これらに 
    準ずる債権 

 666 643  

  (7) 長期前払費用     7     10   

  (8) 敷金・保証金     690     594   

   (9) その他     331     360   

     貸倒引当金     △657     △611   

   投資その他の資産合計     3,031 5.5   4,560 8.2 

   固定資産合計     12,547 22.7   14,391 25.9 

Ⅲ 繰延資産               

 １ 社債発行費     28     19   

   繰延資産合計     28 0.1   19 0.0 

   資産合計     55,186 100.0   55,549 100.0 



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

                

Ⅰ 流動負債               

 １ 支払手形     5,924     6,294   

 ２ 買掛金     29,772     30,379   

 ３ １年内償還予定社債     500     ―   

 ４ 短期借入金 ※３   3,000     1,500   

 ５ １年内返済予定 
   長期借入金 

※３  390 738  

 ６ 未払金     334     535   

 ７ 未払費用     135     132   

 ８ 未払法人税等     142     356   

 ９ 未払消費税等     76     45   

 10 前受金     328     154   

 11 預り金     29     24   

 12 賞与引当金     400     395   

 13 その他     68     17   

   流動負債合計     41,101 74.5   40,573 73.0 

Ⅱ 固定負債               

 １ 社債     2,500     3,000   

 ２ 長期借入金 ※３   3,984     4,146   

 ３ 役員退職慰労引当金     145     169   

 ４ 長期未払金     319     228   

 ５ 預り保証金     564     565   

 ６ 繰延税金負債     186     249   

   固定負債合計     7,699 13.9   8,358 15.1 

   負債合計     48,800 88.4   48,931 88.1 

                

(資本の部)               

                

Ⅰ 資本金 ※１   850 1.6   850 1.5 

Ⅱ 資本剰余金               

 １ 資本準備金     224     224   

   資本剰余金合計     224 0.4   224 0.4 

Ⅲ 利益剰余金               

 １ 利益準備金     130     130   

 ２ 任意積立金               

  (1)固定資産圧縮積立金   228     228     

  (2)特別償却準備金   4     2     

  (3)別途積立金   4,100 4,332   4,300 4,531   

 ３ 当期未処分利益     622     638   

   利益剰余金合計     5,085 9.2   5,299 9.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     231 0.4   250 0.5 

Ⅴ 自己株式 ※２   △4 △0.0   △6 △0.0 

   資本合計     6,386 11.6   6,617 11.9 

   負債・資本合計     55,186 100.0   55,549 100.0 



② 【損益計算書】 
  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     142,151 100.0   140,166 100.0 

Ⅱ 売上原価               

 １ 商品期首たな卸高   2,176     1,827     

 ２ 当期商品仕入高   131,782     129,936     

   合計   133,959     131,764     

 ３ 他勘定振替高 ※１ 258     284     

 ４ 商品期末たな卸高   1,827 131,873 92.8 1,714 129,764 92.6 

   売上総利益     10,277 7.2   10,402 7.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

 １ 運賃荷造費   1,619     1,588     

 ２ 販売促進費   104     143     

 ３ 貸倒引当金繰入額   ―     189     

 ４ 役員報酬   110     115     

 ５ 給料手当   3,022     3,013     

 ６ 賞与   437     455     

 ７ 賞与引当金繰入額   400     395     

 ８ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

22 25   

 ９ 退職給付費用   181     230     

 10 法定福利費   482     473     

 11 福利厚生費   380     376     

 12 賃借料   841     770     

 13 減価償却費   159     134     

 14 その他   2,049 9,813 6.9 1,987 9,899 7.0 

   営業利益     464 0.3   502 0.4 

Ⅳ 営業外収益               

 １ 受取利息   29     25     

 ２ 受取配当金   20     26     

 ３ 仕入割引   462     433     

 ４ 投資有価証券売却益   96     98     

 ５ 賃貸収入   168     159     

 ６ 雑収入   72 849 0.6 78 822 0.6 

Ⅴ 営業外費用               

 １ 支払利息   177     171     

 ２ 社債発行費償却   20     16     

 ３ 手形売却損   62     51     

 ４ 売上割引   215     229     

 ５ 雑損失   33 508 0.3 32 501 0.4 

   経常利益     804 0.6   823 0.6 



  

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益               

 １ 固定資産売却益 ※２ 550     ―     

 ２ 償却債権取立益   10 560 0.4 3 3 0.0 

Ⅶ 特別損失               

 １ 固定資産除却損 ※３ 46     12     

 ２ 固定資産売却損 ※４ 29     0     

 ３ 商品評価損   101     ―     

 ４ 土地浄化費用   ―     41     

 ５ 減損損失 ※５ 125     ―     

 ６ 貸倒引当金繰入額   199 502 0.4 ― 53 0.1 

   税引前当期純利益     863 0.6   773 0.5 

   法人税、住民税 
   及び事業税 

190 435   

   法人税等調整額   300 491 0.3 24 459 0.3 

   当期純利益     372 0.3   314 0.2 

   前期繰越利益     250     324   

   当期未処分利益     622     638   

     



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) １ 特別償却準備金取崩額は、租税特別措置法に基づくものであります。なお、当該金額は租税特別措置法に基づき算定した

金額から税効果相当額を控除した金額によっております。 

  

  
前事業年度

(株主総会承認日 
平成17年６月29日) 

当事業年度 
(株主総会承認日 
平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

 Ⅰ 当期未処分利益     622   638 

Ⅱ 任意積立金取崩額           

  特別償却準備金取崩額   1 1 1 1 

合計     623   639 

Ⅲ 利益処分額           

 １ 配当金   82   82   

 ２ 取締役賞与金   16   13   

 ３ 監査役賞与金   1   1   

 ４ 任意積立金           

    別途積立金   200 299 250 346 

Ⅳ 次期繰越利益     324   293 

   



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び
評価方法 

(1) 子会社株式 
 移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式 
同左 

  (2) その他有価証券 
 時価のあるもの 
   決算日の市場価格等に基づく時
価法(評価差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は移動平均
法により算出) 

 時価のないもの 
   移動平均法による原価法 
  

(2) その他有価証券 
 時価のあるもの 

同左 
  
  

  
 時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ取引の評価
基準及び評価方法 

時価法 
  
  

同左 

３ たな卸資産の評価基準及
び評価方法 

(1) 商品 
 移動平均法による原価法 

(1) 商品 
同左 

  (2) 未成工事支出金 
 個別法による原価法 
  

(2) 未成工事支出金 
同左 

４ 固定資産の減価償却の 
  方法 

(1) 有形固定資産 
 定率法 
  但し、平成10年４月1日以降に取得
した建物(建物附属設備を除く)につ
いては、定額法 
  なお、主な耐用年数は、以下のと
おりであります。 
  建物       ３～50年 
  構築物      10～30年 

(1) 有形固定資産 
同左 

    少額減価償却資産(取得価額が10万
円以上20万円未満の減価償却資産)に
ついては、３年間で均等償却 

  

  (2) 無形固定資産 
 定額法 
  但し、自社利用ソフトウェアにつ
いては、社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法 

(2) 無形固定資産 
同左 

  (3) 長期前払費用 
 均等償却 
  

(3) 長期前払費用 
同左 

５ 繰延資産の処理方法 社債発行費 
 商法施行規則の規定に基づき３年間
で均等償却しております。 
  

社債発行費 
同左 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
 債権の貸倒損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 
同左 

  (2) 賞与引当金 
 従業員に対して支給する賞与の支出
に充てるため、支払見込額に基づき引
当金を計上しております。 

(2) 賞与引当金 
同左 

  (3) 役員退職慰労引当金 
役員及び執行役員の退任による退職
慰労金の支出に備えるため、内規に基
づく期末要支給額を計上しておりま
す。 

(3) 役員退職慰労引当金 
同左 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

 ヘッジ取引に係る損益の認識につい

ては繰延ヘッジ処理によっておりま

す。ただし、金利スワップの特例処理

の要件を満たすものについては、特例

処理によっております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ①たな卸資産(商品)の購入に係る外

貨建営業債務を対象とする為替予約取

引、②借入金に係る利息を対象とする

金利スワップ取引を実施しておりま

す。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3)ヘッジ方針 

 当社は、将来の取引市場での金利及

び為替の相場変動に伴うリスクの軽減

を目的に、実需に伴う取引に限定し

て、金利及び通貨に係るデリバティブ

取引を実施することとしており、売買

益を目的とした投機的な取引は一切行

わない方針としております。 

(3)ヘッジ方針 

同左 

  (4)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計とを比較し、当初予

定したキャッシュ・フローが確保され

たか否かを検証することでヘッジの有

効性を確認しております。 

 また、金利スワップの一部について

は、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する

重要な条件が同一であり、かつヘッジ

開始時及びその後も継続して相場変動

を完全に相殺するものと想定できるた

め、ヘッジの有効性の評価は省略して

おります。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (5)その他 

 当社は、取引方針等を経営会議、取

締役会で審議した上で、決定された範

囲内で財務経理部長の決裁により取引

を実行しており、あわせて取引残高、

損益状況について、経営会議、取締役

会に定期的に報告することとしており

ます。 

(5)その他 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

消費税等の処理方法 

同左 



会計方針の変更 

  

  

  

表示方法の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針 第６号 平成15年10月31日)を適用しており

ます。 

 これにより税引前当期純利益は125百万円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。 

――――― 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（損益計算書） 

  損益計算書の「手形売却損」は、前事業年度におい

ては「営業外費用」の「雑損失」に含めて表示してお

りましたが、金額的重要性が増したため区分掲記して

おります。 

  なお、前事業会計年度の「営業外費用」の「雑損

失」に含まれている「手形売却損」は24百万円であり

ます。 

  

――――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 会社が発行する株式の総数 普通株式 45,824,000株

   発行済株式の総数 普通株式 11,786,000株

※１ 会社が発行する株式の総数 普通株式 45,824,000株

   発行済株式の総数 普通株式 11,786,000株

    

※２ 自己株式の保有数 普通株式 13,267株 ※２ 自己株式の保有数 普通株式 18,468株

    

※３ 担保に供している資産及び担保付債務 

 担保に供している資産 

  

 上記に対応する債務 

  

建物   339百万円

構築物   5百万円

土地   2,168百万円

計 2,513百万円

短期借入金 675百万円

１年内返済予定長期借入金 285百万円

長期借入金 1,714百万円

計 2,674百万円

※３ 担保に供している資産及び担保付債務 

 担保に供している資産 

  

 上記に対応する債務 

  

建物   64百万円

構築物   0百万円

土地   1,409百万円

計 1,475百万円

短期借入金 200百万円

１年内返済予定長期借入金 207百万円

長期借入金 813百万円

計 1,220百万円

４ (保証債務) 

 子会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行

っております。 

  

㈱ジューテックリブ 640百万円

４ (保証債務) 

 子会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行

っております。 

  

㈱ジューテックリブ 300百万円

５ (配当制限) 

有価証券の時価評価により、純資産額が231百万円

増加しております。 

  なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 

  

５ (配当制限) 

有価証券の時価評価により、純資産額が250百万円

増加しております。 

  なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されておりま

す。 



(損益計算書関係) 

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 他勘定振替高の主なものは次のとおりでありま

す。 

有償支給   252百万円

※１ 他勘定振替高の主なものは次のとおりでありま

す。 

有償支給   275百万円

    

※２ 固定資産売却益の内訳は以下のとおりでありま

す。 

建物   149百万円

工具、器具及び備品   0百万円

土地   399百万円

計 550百万円

※２        ――――― 

    

※３ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま

す。 

建物 13百万円

構築物 0百万円

機械及び装置 0百万円

車両運搬具 1百万円

工具、器具及び備品 0百万円

解体費用 30百万円

計 46百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま

す。 

建物 3百万円

構築物 0百万円

工具、器具及び備品 0百万円

その他 2百万円

解体費用 5百万円

計 12百万円

※４ 固定資産売却損の内訳は以下のとおりでありま

す。 

  

建物 18百万円

工具、器具及び備品 0百万円

土地 10百万円

計 29百万円

※４ 固定資産売却損の内訳は以下のとおりでありま

す。 

車両運搬具 0百万円

※５ 当社は以下の資産グループについて減損損失を計

上しております。 

   当社は、投資上の区分を反映した事業所、賃貸用

不動産、及び遊休資産を独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出す最小の単位とし、本社設備等を共用資

産としてグルーピングしております。 

   市場価額の著しい下落により、遊休資産に区分さ

れている上記の土地及び建物等の帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額125百万円を減損損

失として特別損失に計上しております。その内訳

は、建物28百万円、構築物0百万円及び土地96百万

円であります。 

   なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、路線価及び固定資産税

評価額等の適切に市場価格を反映していると考えら

れる評価額を基に算出し評価しております。 

  

場所 新潟県新潟市、埼玉県さいたま市 他 

用途 遊休資産（前事業店舗、倉庫） 

種類 建物、構築物、土地 

※５        ――――― 

  



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

もの以外のファイナンス・リース取引 

１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

     
取得価額 
相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高
相当額 
(百万円) 

  建物及び 
  構築物 

  7   0   6

  機械及び 
  装置 

  8   7   0

車両 
  運搬具 

  11   9   1

  工具、 
  器具及び 
  備品 

  587   435   151

  ソフト 
  ウェア 

  293   149   144

  合計   908   602   305 

  

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高
相当額 
(百万円) 

 建物及び
  構築物 

 7 1   5

 機械及び
  装置 

 8 8   0

車両
  運搬具 

 17 6   11

 工具、
  器具及び
  備品 

 440 326   114

 ソフト
  ウェア 

 339 206   132

  合計  813   549   264 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

 １年以内 123百万円

 １年超 188百万円

 合計 311百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

 １年以内 92百万円

 １年超 176百万円

 合計 269百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

  

支払リース料 173百万円

減価償却費相当額 163百万円

支払利息相当額 15百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

  

支払リース料 139百万円

減価償却費相当額 131百万円

支払利息相当額 5百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得総額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

  

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

  

２. オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

  

 １年以内 1百万円

 １年超 0百万円

 合計 1百万円

２. オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

  

 １年以内 3百万円

 １年超 12百万円

 合計 16百万円



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年3月31日現在) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当事業年度(平成18年３月31日現在) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(税効果会計関係) 
  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  

  貸倒引当金繰入超過額 500百万円

  賞与引当金損金不算入額 162百万円

  退職給付費用損金不算入額 154百万円

  役員退職慰労引当金損金不算入額 59百万円

  固定資産減損 51百万円

  たな卸資産評価損 41百万円

  その他 116百万円

   繰延税金資産小計 1,085百万円

   評価性引当額 △189百万円

   繰延税金資産合計 896百万円

  (繰延税金負債)  

  固定資産圧縮積立金 156百万円

  土地評価益 118百万円

  特別償却準備金 1百万円

  その他有価証券評価差額金 158百万円

   その他 0百万円

   繰延税金負債合計 436百万円

   繰延税金資産の純額 459百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  

  貸倒引当金繰入超過額 507百万円

  賞与引当金繰入超過額 160百万円

  退職給付費用損金不算入額 116百万円

  役員退職慰労引当金損金不算入額 69百万円

  固定資産減損 51百万円

  たな卸資産評価損 50百万円

  その他 122百万円

   繰延税金資産小計 1,077百万円

   評価性引当額 △206百万円

   繰延税金資産合計 870百万円

  (繰延税金負債)  

  固定資産圧縮積立金 156百万円

  土地評価益 118百万円

  特別償却準備金 0百万円

  その他有価証券評価差額金 171百万円

   その他 0百万円

   繰延税金負債合計 448百万円

   繰延税金資産の純額 422百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な内訳 

  

 法定実効税率 40.69％

   交際費等永久に損金に 
   算入されない項目 

8.00 

   受取配当金等永久に益金に 
   算入されない項目 

△0.38 

   住民税均等割等 3.91 

   繰越欠損金の使用 △4.94 

   過年度法人税等 2.86 

   評価性引当額の増減 7.60 

   その他 △0.87 

税効果会計適用後の法人税等負担率 56.87％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な内訳 

  

 法定実効税率 40.69％

  交際費等永久に損金に
   算入されない項目 

10.10 

  受取配当金等永久に益金に
   算入されない項目 

△0.63 

   住民税均等割等 4.36 

   ＩＴ投資促進税制税額控除 △4.59 

   過年度法人税等 5.43 

   評価性引当額の増減 2.26 

   その他 1.81 

税効果会計適用後の法人税等負担率 59.43％



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

  

(重要な後発事象) 
  

  

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 541円 01銭 １株当たり純資産額 561円 20銭

１株当たり当期純利益 30円 20銭 １株当たり当期純利益 25円 49銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益(百万円) 372 314 

普通株主に帰属しない金額(百万円)     

利益処分による役員賞与金 17 14 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 355 300 

普通株式の期中平均株式数(千株) 11,773 11,770 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― 日本バリュー株式会社との合併について 

 当社と当社の主要株主である筆頭株主の日本バリュー

株式会社は、平成18年３月13日に締結いたしました合併

契約書に基づき、平成18年５月１日付で合併いたしまし

た。 

なお、詳細は第５「経理の状況」１「連結財務諸表

等」(1)連結財務諸表の（重要な後発事象）注記事項に記

載しております。 

   



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【債券】 

  

  

    銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 
(百万円) 

投資  
有価証券 

その他 
有価証券 

 大建工業㈱ 1,787,952 809 

ノダ㈱ 330,200 210 

 ニチハ㈱ 60,920 139 

 大和ハウス工業㈱ 50,000 102 

 ㈱みずほフィナンシャルグループ
 転換型優先株式 

50 50 

 永大産業㈱ 105,000 41 

 ハイビック㈱ 60,000 38 

 タカラスタンダード㈱ 47,758.728 35 

 クリナップ㈱ 21,858.122 28 

 江守商事㈱ 20,000 27 

 その他 49銘柄 354,269.941 264 

小計 2,838,008.791 1,747 

計 2,838,008.791 1,747 

    銘柄 
券面総額
(百万円) 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

投資  
有価証券 

その他 
有価証券 

 ダイヤモンド地所㈱無担保社債 4 4 

小計 4 4 

計 4 4 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。 

   

    

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

  
当期増加額 
(百万円) 
(注)１ 

当期減少額
(百万円) 
  

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は 

償却累計額
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

  
差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産             

 建物 3,668 80 23 3,726 2,014 134 1,711

 構築物 228 8 3 233 169 10 64

 車両運搬具 49 ― 2 47 43 1 3 

 工具、器具 
及び備品 

279 2 6 275 247 5 28

 土地 7,590 ― ― 7,590 ― ― 7,590

 建設仮勘定 1 2 4 ― ― ― ― 

有形固定資産計 11,819 93 39 11,873 2,475 152 9,398

無形固定資産             

 ソフトウェア 268 370 ― 639 284 20 354 

 電話加入権 42 ― ― 42 ― ― 42 

 その他 2 34 2 35 0 0 35 

無形固定資産計 313 404 2 716 284 20 432 

長期前払費用 16 6 0 22 11 3 10 

繰延資産               

 社債発行費 42 7 ― 50 31 16 19 

繰延資産計 42 7 ― 50 31 16 19 

建物 静岡県藤枝市 賃貸用 20百万円 

ソフトウェア 新基幹システム   204百万円 

ソフトウェア ウェブ受発注エントリーシステム（ＷＯＳ） 147百万円 



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 任意積立金の当期増加及び減少額は、利益処分によるものであります。 

２ 当期末における自己株式数は18,468株であります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額「その他」は、回収可能性の見直しに伴う戻入額84百万円及び一般債権の洗替額250百万円でありま

す。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (百万円) 850 ― ― 850 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (11,786,000) (    ―) (    ―) (11,786,000)

普通株式 (百万円) 850 ― ― 850 

計 (株) (11,786,000) (    ―) (    ―) (11,786,000)

計 (百万円) 850 ― ― 850 

資本準備金及び 
その他資本剰余金 

(資本準備金)           

 株式払込剰余金 (百万円) 153 ― ― 153 

 合併差益 (百万円) 70 ― ― 70 

計 (百万円) 224 ― ― 224 

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (百万円) 130 ― ― 130 

(任意積立金)           

 固定資産圧縮 
 積立金 

(百万円) 228 ― ― 228

 特別償却準備金 (百万円) 4 ― 1 2 

 別途積立金 (百万円) 4,100 200 ― 4,300 

計 (百万円) 4,462 200 1 4,661 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 1,679 524 201 335 1,667 

賞与引当金 400 395 400 ― 395 

役員退職慰労引当金 145 25 1 ― 169 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

  

① 現金及び預金 
  

  

② 受取手形 

相手先別内訳 
  

  

期日別内訳 
  

区分 金額(百万円) 

現金 284 

預金   

当座預金 7,524 

普通預金 712 

外貨預金 4 

別段預金 0 

計 8,242 

合計 8,526 

相手先 金額(百万円) 

柏屋商事㈱ 325 

三井ホームコンポーネント㈱ 283 

㈱飯田産業 242 

静岡ベニヤ㈱ 240 

㈱東栄住宅 228 

その他 7,295 

計 8,647 

期日別 金額(百万円) 

平成18年４月満期 1,757 

  〃  ５月 〃  1,914 

  〃  ６月 〃  2,650 

  〃  ７月 〃  1,959 

  〃  ８月 〃  224 

  〃  ９月以降満期   141 

計 8,647 



③ 売掛金 

相手先別内訳 
  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ 商品 
  

(注) １ ラワン合板・ＯＳＢ・針葉樹合板等 

２ 床材・天井材・外壁材・内装材等 

３ システムキッチン・ユニットバス等 

４ 日曜大工用品・ガーデニング用品等 

５ カー用品・エクステリア・工具等 

  

  

  

相手先 金額(百万円) 

㈱センチュリーホーム 178 

五洋建設㈱ 141 

住友林業㈱ 120 

㈱東栄住宅 117 

㈱三協ハウジング 105 

その他 18,579 

計 19,242 

前期繰越高 
(百万円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
  
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ) 
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

    

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 

２ 

(Ｂ) 

365 

19,163 145,706 145,627 19,242 88.3 48.1 

区分 金額(百万円) 

合板 (注)１ 444 

建材 (注)２ 930 

住設機器 (注)３ 104 

ＤＩＹ商品 (注)４ 208 

その他 (注)５ 26 

計 1,714 



⑤ 未成工事支出金 

  

  

⑥ 支払手形 

相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円) 

横浜動物の森公園緑のリサイクル施設    28 

救護施設「清明の郷」新築工事       27 

その他 365 

合計 420 

相手先 金額(百万円) 

チヨダウーテ㈱ 728 

山王セラミックス㈱ 231 

ポラテック㈱ 204 

ホームマテック㈱ 169 

朝日ウッドテック㈱ 143 

その他 4,816 

合計 6,294 

期日別 金額(百万円) 

平成18年４月満期 1,724 

  〃  ５月 〃  1,816 

  〃  ６月 〃  1,354 

  〃  ７月 〃  1,375 

  〃  ８月 〃  23 

合計 6,294 



⑦ 買掛金 

相手先別内訳 

  

  

⑧ 短期借入金 

  

  

⑨ 社債 

  

（注）発行年月、利率等につきましては、「第５経理の状況」「１連結財務諸表等」「(1)連結財務諸表」「⑤連結附属明細表」の

「社債明細表」に記載しております。 

相手先 金額(百万円) 

伊藤忠建材㈱ 5,158 

三井住商建材㈱ 3,971 

住友林業㈱ 3,151 

三菱商事㈱ 2,947 

大建工業㈱ 2,215 

その他 12,935 

合計 30,379 

区分 金額(百万円) 

㈱三井住友銀行 500 

㈱みずほ銀行 200 

㈱横浜銀行 200 

農林中央金庫 150 

㈱住友信託銀行 100 

その他 350 

合計 1,500 

区分 金額(百万円) 

第２回無担保社債 300 

第３回無担保社債 1,000 

第４回無担保社債 700 

第５回無担保社債 500 

第６回無担保社債 300 

第７回無担保社債 200 

合計 3,000 



⑩ 長期借入金 
  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

区分 金額(百万円) 

㈱みずほ銀行 1,081 

㈱三菱東京UFJ銀行 878 

㈱横浜銀行 813 

㈱北陸銀行 690 

商工中央金庫 300 

その他 383 

合計 4,146 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 単元未満株式の買取手数料は、以下の算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買取った単元未満株式の数で按分し

た金額としております。 

  

(算式)１株当たりの売買値段に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち 

       (円位未満の端数を生じた場合には切り捨てる) 

      但し、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円としております。 

  

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券、10,000株券、100,000株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚当たり印紙税相当額 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社本店及び全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として定める金額 (注) 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 

 100万円以下の金額につき 1.150％ 

 100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900％ 

 500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％ 

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％ 

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％ 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第54期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月29日関東財務局長に提出 

 (2) 臨時報告書  

   証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定(主要株主の異

動)に基づき平成17年11月22日関東財務局長に提出 

(3) 半期報告書 

事業年度 第55期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月14日関東財務局長に提出 

 (4) 臨時報告書 

   証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号(新株式の発行)に基づ

き平成18年３月14日関東財務局長に提出 

 (5) 臨時報告書 

   証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定(主要株主の異

動)に基づき平成18年５月１日関東財務局長に提出 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

株式会社ジューテック 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ジューテックの平成16年４月１日から平成17年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ジューテック及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載されているとおり、会社は固定資産の減損に係る会計基準を適用した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

                                           以  上 

  
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  飯  塚     昇  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  浅  野  俊  治  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月30日

株式会社ジューテック 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ジューテックの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ジューテック及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                           以  上 

  

  

  
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  飯  塚     昇  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  浅  野  俊  治  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

株式会社ジューテック 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ジューテックの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第54期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ジューテックの平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載されているとおり、会社は固定資産の減損に係る会計基準を適用した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

                                               以  上 

  
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  飯  塚     昇  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  浅  野  俊  治  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月30日

株式会社ジューテック 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ジューテックの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第55期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ジューテックの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

                                               以  上 

  

  
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  飯  塚     昇  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  浅  野  俊  治  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 
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